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は じ め に

本 書 は、 昭和55年 度 事業 と して 当協 会 の 委託 に よ りGD日 本 産 業機 械

工業 会 が調査 し、 と りま とめ た 「建 設機 械 産 業情 報 ニー ズ調 査 」 の成 果

報 告 書 で ある。

Ψ

S
o

,

一 般 に 「情報 」 とは 「認 識 ・評 価(価 値)」 を基 本 とす る と定義 つ

げ られ る。 一般 的 に情 報 は 「暗示 、 ヒン ト、予見 、秘 報 、助 言 、通報 、

報 道 、資料 、知 識 、学 問 、報 告 、公 報 、評 価 」等 の形 態 で知 る こ とが で

き る。

しか し 、情 報 はそ れ ぞれ の商 品 固有 の商 品特性 、市場特 性 等 に応 じて

さ まざ まな ものが あ り得 る。 つ ま り個 別産 業 お よび 個別 商品 別 の特 性 に

対 応 した 固有 の情 報 が要 求 され る もの であ る。

「情 報管 理 」の課 題は 、必要 な情報 を迅速 に収集 し、分析 、加工 し一

元 的 、画一 的 に管 理 し 、有益 な情 報 を タイ ミング よ く提供 す る こ とにあ

る と考 えて よい で あ ろ う。 この課 題 こそが 個別 産業 または個 別企 業 にあ

っ ては不 透 明時代 にお け る企業 行 動 の課題 で あ り、社 会的 には 「情 報 政

策 」 の課題 とな る もの で あ ろ う。

わ れ われ は この よ うな観 点 に立 っ て 、建設 機 械情 報管 理 に 関す る調 査

を 実施 して きた。 しか しなが ら この分野 につ い ては 情報 の必 要性 、重 要

性 につ いて は概念 として もっ てい たが どち らか とい えぽ必要 に応 じて調

査 す る程度 で体 系的 な情 報 管理 は な され てい なか っ た とい え よ う。

昭 和30年 以 降 のわ が国 建設 機 械産 業 の高度 長期 にお け る情 報 管理 は

受 動的 であ った とい え よ う。 しか し、今 後 、建 設機 械産 業 も安 定 成長 が

予 想 され る こ とか ら 、情 報 を能 動 的 に収 集 し、知性 、知 力に基 い て情 報

管 理 と情報 コス トの効率 的 な運 用 を行 う場 を設 け る必要 性 が高 い と考 え

られ る。

今 回 の調 査 は 充分 に体 系 化 され てい なか った うえ に 、主 と して時間 的

制 約 か ら 、個 別 企業 にお け る情 報 管理 技 術 が充 分 に把握 され て いず 、'わ

れ われ の調 査 は 不 充分 な もの とな らざ るを えなか った。 しか しあ る意味

では 、 これ が現 在 の情報 管 理 の実 態 とも考 え られ る し、 また本 調査 を契

1



機 に情 報管 理 の 重要 性 が喚起 され るな らば 、そ れな りの 成果 が期 待 で き

る もの と考 え られ る。

本報告書 は以上の ような問題意識 に立脚 して、第1章 では昭和30年

度以降のわが国建設機 械の生産 お よび輸 出入の推移を、第2章 では建設

機械 ら市場構造 としてわが国建設業の特徴 を述べ ている。第3章 は建設

機械 の商 品特性 を明 らかに してい る。第4章 は昭和20年 以降50年 代

までの発 展過程 における情報 とその位置 づけ を明確 に し1い る。第5章

では今回の調査 の結果 をとりま とめているが、建設機械産業の健全な発

展のために必要 と目される情報 と情報管理の効率化 といった観点か ら、

業 界独 自の情報管理機能の設置 について示唆 している。 なお今回の調査

の対象 と した機種は次の とお りである。

ワ

〔対象機 種 一覧 〕

機 種 分 類 機 種

装軟式 トラクタ(ブ ル ドーザ 、積込機)
ト ラ ク タ

ホイール トラクタ(四 輪駆動式)

トラ ッ ク ク レー ン(油 圧 式 、 機 械 式)

建 設 用 ク レ ー ン
ホ イ ー ル ク レー ン

油圧 式シ 。ベル
掘 さ く 機 械

機械式 シ・ベル

グ レ ー ダ 、 ス ク レ ー パ

整 地 機 械 ロ ー ドロ ー ラ、 振 動 ロ ー ラ 、 タ イ ヤ ロー ラ、 平 板 式 締 め 固 め

機械

ア ス フ ァ ル ト プ ラ ン ト、 ア ス フ ァ ル ト フ ィ ニ ッ シ ャ

アス フアル ト舗装機械
その他のアスファル ト舗装機械

パ ッ チ ン グ プ ラ ン ト 、 コ ン ク リ ー ト ミ キ サ 、 ト ラ ッ ク ミ キ サ

コ ツ ク リ ー ト 機 械 コ ン ク リー トポ ン プ 、 コ ン ク リー トバ イ ブ レー タ 、 そ の 他 の

コ ン ク リー ト機 械

基 礎 工 事 用 機 械 くい打機 、くい抜機 、その他の基礎工事用機械

●
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第1章 建設機械の生産および輸出入の推移

1.生 産 の推移 ・

わ が国 の建 設機 械 産 業 は戦 後 の荒廃 した国土 の復 興 、地域 の再 開

,発 の国策 に沿 っ て、新 規 産業 としてス ター トした。

その後 、昭 和30年 代 の電 源 開発 、道路 開 発 を契 機 と して 発展 し、

昭和40年 代 の高度 経 済 成長 期 におい て、 旺盛 な民 間 設備投 資 と公

共 投 資 の両面 か ら生 じた膨 大 な建 設 工事 お よび 建設 工事 の近代 化 、

合理 化 、建設 労 働 者 の不 足 等 に よ る機械化 の ニーズ を 需要 の背景 と

して 目覚 ましい成 長 を とげ るに至 ってい る。(表1、2参 照)

そ の生産 額 は 昭和40年 か ら52年 の12年 間 に実 に6倍 強 に達 し、

昭 和52年 度 に は7,470億 円の規 模 に達 し、昭和55年 度 には 政

府 の公 共投 資 に支 え られ その生産 額は1兆 円 に達す る見 通 しで あ り、

産 業 機械 の うち最 大 の産業 にな ろ うとして い る。

また 、昭 和40年 ～52年 にお け る年平 均成長 率 は製 造 業 の8.3

%、 一般 機 械 の134%を 上回 る16.6%と な ってい る。

建 設機 械 生産 額 年平 均 成長 率

昭 和50年 ～59年40.5%、40年 ～49年20.6%、50年 ～52年8.4%

建 設投 資 額年 平 均 成長 率

昭 和50年 ～39年215%、40年 ～49年19、4%、50年 ～52年8.9%

GNP(実 質)年 平均 成 長率

昭和50年 ～39年96%、40年 ～49年9.0%、50年 ～52年7.0%

3



表1-1建 設機械生産 および輸出入実績推移

年度 30 55 39 40 43 45

ブ ル ド ー ザ

積 込 機
=

293

10

620

11

327

249

688

671

985

876

装 軟 式 トラ ク タ 計 22 503 631 576 1,559 1,861 レ

ホ イ ー ル ト ラ ク タ 一 32 115 114 349 434

機 械 式 シ ョ ベ ル

油 圧 式 シ ョ ベ ル

ト ン ネ ル 掘 進 機

11

二

87

=

158

一

U5

49

一

224

280

一

326

513

一

■

∀

掘 削 機 計 11 87 158

1

164 504 859

機 械 式 ト ラ ッ ク ク レー ン

油 圧 式 トラ ッ ク ク レ ー ン

ホ イ ー ル ク レ ー ン

P

ニ 二

一

}34

一

}ア9

一

}66

一

}359

一

128

441

一

建 設 用 ク レー ン 計

.

一 34 79 66 359 569

整 地 機 械

ア ス フ ァ ル ト舗 装 機 械

コ ン ク リ ー ト 機 械

基 礎 工 事 用 機 械

9

1

10

一

56

9

41

8

68

51

109

25

1

110

40

81

50

109

56

234

50

246

107

299

69

合 計 53 550 1,154 1,181 5,021 4,424

※ 輸 出 1 29 67 177 216 485

輸 出 比 率 1.9 5.5 5.9

.

15.0 ス2 11.0

※ 輸 入
2 25 20

1

31 83 143

(資 料)通 産省統計

表1-2建 設 投 資 額

年度

住 宅

非 住 宅

建 築 計

公 共 事.業

公 共 事 業 以 外

土 木 計

合 十
二
二
目

50

-
ー

刀
4

Z
J

2

55

40

95

55

41

ZJ

7

8

154

只
)

9

4

4

97

251

39

168

187

555

104

88

192

547

40

204

169

575

117

107

224

597

45

359

298

657

183

179

362

1,019

45

523

449

972

250

241

491

1,463

t

表1-3GNP推 移

年度30

名 目 886

実質(昭 和45暦 年 価格)1,72ア

35

1,621

2,618

59

2,966

3,955

40

5,281

4、159

43

5,329

5.890

45

7,305

7,214

4
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●

46 4ア 48 49 50 51 52
30→59
伸び率

40→49

伸 び率

50→52

伸び 率

807

718

932

827

1,227

1,000

1,ア27

760

1,629

565

1,286

527

1,489

49ア

一

一

20.5

1ろ.2

Z6

▲6.2

1,525 1,ア59 2,227 2,487 2,194 1,813 1,986 45.2 1ス6 ▲4.9

381 515 687 885 86ア 841 1,DO7 〒一一 25.5 Z8

244

562

一

245

959

一

2ア6

1,4↑7

42

244

1,259

40

339

1,457

56

525

1,706

50

344

2,437

108

一

ー

一

8.7

45.4

一

o.7

29.5

3ag

806 1,202 1,735 1,543 1,852 2,081 2,889 545 28.5 24.9

63

556

一

47

575

_L

92

473

42

108

656

8

106

659

7

150

564

2

145

654

3

一

一

一

}51.3

一

3.5

▲1.9

▲34.5

419 420 607 772 772 696 782 } 31.4 0.6

225

125

273

85

226

154

542

154

249

165

423

156

195

94

500

110

256

58

260

96

2ろ1

ア4

2ア1

92

272

103

526

105

25.2

54.8

30.4

　

6.4

10.0
,

15.7

15.5

3コ

53.3

12.0

4.6

3,859 4,752 6,22ア 6,582 6,355 6,099 ス470 40.5 20.6 a4

469 557 884 1,950 2,672 2,658 2,739

.

59.5 30.6 1.2

12.2 11.5 14.2 50.6 42パ 45.6
.

ろ6.7

.

一 一 一

82 94 149 124 91 138 115

.

292 16.7 12.4

(注)※ 輸 出入実績 のうち50年 、 55年 、39年 は歴年

(単 位:百 億 円、%)

46 47 48 49 50
51
(見 込み)

52(見通
し) 霜露

40→49
伸び 率

50→52伸
び 率

567

4ア9

750

596

1,056

8ア0

],059

798

1,194

782

1,318

859

1,415

895

.

20.7

25.6

19.8

18.8

8.9

ス0

1,048 1,546 1,906 1,83ア t9ア6 2,157 2,310

.

2ろ.0 19.4 8.2

337

282

42ア

573

456

505

513

589

597

589

680

614

ア95

645

一

}

.

1Z8

20.9

15.4

4.6

619 800 961 1,102 1,186 1,294 1,440 19.0
.

19.4 10.2

1,667 2」46 2,867 2,939 3パ62 3,451 5,ア50 21.5 19.4 8.9

(単 位:百 億円)

46 47 48 49 50 51 52 治 翠 綿噛
5n→ 只フ伸 び率

a158 9,47ろ 11,526 15,642 14,965 16,921 19;143 14.4 1Z2 ]3」

ス740 a499 9,015 9,028 9,359 9,869 10,690 9.6 9.0 ス0

5



(1)昭 和20年 代

昭和20年 代 に おい て、 そ の 初期 の建 設 工事 は 主 に米 軍 の払 下

げ機 を中 心 に して行 わ れた。20年 代後 半 に入 る と、わ が 国の メ

ーカが 自社 開発 に よって中 型 ブル ドーザ 、道路 機 械 の生産 に着手

す る一 方 、パ ワー シ ョベル も技 術導 入 に よ る国産 化 が行 わ れ た。

しか しなが らわが 国 のメ ー カ に よ る生産 は 中 、小型機 の分 野 に と

ど ま り、大 型機 は輸 入 に依 存 しな け れぽ な らない状 況 に あ った。

② 昭 和30年 代

昭和30年 代 は、 装軌 式 トラク タ、 道 路 機械 を中心 に順 調 な生

産 が推 移 し、 昭和30年 に55億 円 とい う小 規模 な生 産額 で あ っ

た もの が 昭和39年 には1,134億 円に 達 し、 大 きな産 業 に成 長

す るま で に至 った。 特 に装軟 式 トラク タ(ブ ル ドニ ザ)の 伸 長 は

著 し く、 昭和30年 ～39年 に は約29倍 とし(う高 い成長 をみ せ 、

昭和39年 には建 設機 械 の 中 で50%強 の ウ ェイ トを 占め 、50

年 代 に お け る建設 機械 産 業 発 展 の 主導 的 役 割 を果 して い る。 ま た

掘 削機(パ ワー シ ョベ ル)、 道 路機 械 も順 調 な伸 び をみ せ て い る

が、 民 間 の ビル建 設、 工 場 建 設 の活発 化 を反 映 し、 トラ ックク レ

ー ンが 大 巾 な成長 を とげ て い る
。

(3)昭 和40年 代

昭 和49年 の建 設機 械 生 産 額は6,382億 円に達 し、昭 和40

年 の1,181億 円に対 し5.4倍 、年 平 均成 長 率20.6%と い う急

成 長 を とげて い る。

特 に、 トラク タ(装 軌 式 、装 輪式)、 油圧式 シ ョベル、 トラック

ク レー ンの3機 種 で建 設機 械.全生 産額 の80%を 占め 、建 設工 事

にお け る基 幹 機械 とな っ てい る。昭 和40年 ～49年 にお け る機

種 別 の伸 び をみ る と装 軌 式 トラクタ4.3倍 、ホ イール トラク タ7.8

倍 、油圧式 シ ョベル25.7倍 、 トラ ック ク レー ン11・6倍(49年

には そ の うち 油圧式 トラッククレーンが86%を 占め る)と な って

お り、いず れ も高 い成長 を示 して い るが 、とりわけ油圧式 シ ョベ ル

油 圧式 トラックク レーンの伸 びは 顕著 で あ り、油 圧 化へ の急 速 な進

6
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展 が うかが え る。

また この期 間 におい て は建設 機械 需要 の拡 大 と建 設工 事 の多様

化 に対 応 して 、技 術 開 発が 促進 され 、小型 機 か ら大 型 機 まで のシ

リーズ 化 が促 進 された 。

(4)昭 和50年 代

昭 和48年 末 の石 油 シ ョ ック を契機 と して 、日本 経済 は高 度 成

長 か ら一 転 して低成 長 へ の転換 を余儀 な くされた。 この よ うな状

況 下 にあ っ て、他 の機械 産 業 に比 べ て非 常 に高水準 の成長 を とげ

て きた建 設機 械 産業 も深 刻な影 響 を受 け 、建設 機械 の内 需は 昭 和

49年 か ら51年 の5年 間 にわ た って 、低 迷 を続 け た。 しか しな

が ら この間建 設機 械 業 界 は輸 出拡 大努 力 に よ り、内需 の不振 をカ

バ ー し、過 去 の ピー ク時(昭 和48年6,227億 円)の 生 産 水 準

を維持 した。 昭和52年 に入 る と公共 投 資主導 の経 済政 策 に よ り、

特 に 下期 以 降 の内 需 の回復 に よ り、生 産額 は7,470億 円に達 し 、

過 去最 高 の生 産水準 に達 した。機種 別状 況 におい て は 、 これ ま で

全 生 産 の50～40%を 占め第1位 の座 にあ った 装軟 式 トラ クタ

にか わ り、都 市型土 木 を 中心 と して伸長 の著 しい油圧式 ショベルが

第1位 の座 を 占め るに至 った。

■

2輸 出入 の推 移

(1)昭 和20年 代

昭 和26年 に制定 され た電 源 開発促 進法 に よる大型 ダ ム工 事 の

活 発 化 は大 型建 設機 械 の需 要 を もた ら し大 型建 設機 械 の輸入(ブ

ル ドーザ …米 国キャタピラー社、パ ワー シ ョベ ル …米 国 マ リオ ン社 、

P&H社 、ダ ンプ トラ ンク…米 国 キ ャ タ ピラー社、 米 国 イ ン ター

ナ シ ョナ ル社)が 活 発 に 行 われ た。

(2)昭 和50年 代

昭 和30年 代 前 半 にお い ては 、ダ ム工事 の継 続 に伴 い大型 建 設

機 械 の輸 入 が継 続 した。 しか しなが ら昭 和50年 代 の後 半 に入 る
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と、昭 和56年 の第2次 機 械 工業 振 興臨 時 措置 法 の継 続 に ともな

って 、国 際競 争 力の強 化 を 目指 した輸 出振 興策 が 推進 され る一 方 、

円借 款 、賠 償 な どをベ ース とした低 開発 国向 の輸 出が積 極 的 に行

われ 、昭 和39年 には67億 円 に達 した。 特 に装 軌式 トラ クタは

建 設機 械 輸 出額 の80%以 上 を 占め昭 和59年 には45億 円に達

してお り、そ の他 では機械 式 シ ョベル が12億 円となっている。一

方 、輸 入 は国産 技術 の 向上 に どもな い減 少 の傾 向 をた どった 。

(5)昭 和40年 代

40年 代 の輸出は急激な伸長 をみせ(昭 和40年 ～49年 年平 均伸び

率30.6%)、 わが国産業機械工業 の主要輸 出品 目 と して重 要 な地 位

を 占め るに至 った。 昭 和49年 の輸 出額 は1,950億 円で昭 和40

年177億 円 の11倍 に達 して い る。 機 種 別 にみ ると装軌 式 トラ

クタ が全 輸 出額 の75%を 占め てい るが 、一方45年 以 降 国 内 に

お い て急 成 長 をみせ た 油圧 式 トラックク レーン、油圧 式シ ョベ ル が

新 しい輸 出機 種 として 台頭 して きた。 また 、地 域的 には表1-4

に示 す とお り、東 南 ア ジア地 域 が圧 倒的 に多 いが 、30年 代 には

ほ とん どみ られな か った欧 州 、北 米 等先 進 国へ の輸 出が 伸長 しは

じめ た。特 に これ らの地域 へ の輸 出は コマ ーシ ャル ベ ース に よる

もの であ り、建 設 機械 の国 際競争 力が 向上 した こ とに よる もので

あ る。 一 方輸 入 は 国産 技術 の 向上 と生産 体 制 の強 化 に よ り超 大 型

機 、 あ るい は特 殊機 械 のみ が輸 入 され る よ うにな った。

(4)昭 和50年 代

建設 機 械産 業は 高度 成長 期 には 国内需 要 を中心 とした量 的拡 大

に よ って発展 して きたが 、石 油シ ョック以 後 、内需 が大 巾 に減 退

した た め各 企 業は な お い っそ う輸 出市場 の拡 大 に努 力 し、経 営 の

安 定化 を 図 った。 その結果 、昭 和52年 には 約2,700億 円の史

上 最 高 の輸 出額 とな り、輸 出 比率 は57%ま で に上 った。 この よ

うに輸 出 が急 増 した のは 中近東 市場 が活 況 を呈 す る一 方 、北米 、

ヨー ロ ッパ な ど建設機 械産 業 の本拠 地へ の 輸 出が急増 した こ と、
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あわ ぜ て 、 ソ連 、中国 な ど共産 圏 へ の大 口成 約 もあ り、わが 国建

設機 械 の ブラ ン ドも国 際化 し、世 界 的 な建 設機 械 の供 給 国 と して

の地位 を確立 す るに至 った。機 種 別 にみ ると昭和52年 におい て

は 、装 軌 式 トラ クタ1,690億 円 、ホ イ ール トラ クタ288億 円 、

油圧 式 ショベル242億 円、油圧式 トラックク レー ン321億 円 とな

って い る。 装軌 式 トラク タは長 年 の輸 出実 績 と競争 力 の強 さか ら

高 水準 を推 移 してい るが 、昭 和49年 以 降 、ホ イ ール トラク タ 、

油圧式 トラッククレー ン、油圧式 シ ョベルの急激 な伸長 が 目立 ち 、装

軌 式 トラ クタ と同様 に国際 的 ブラ ン ドを確立 しつ つあ る。(表1-4、

表1-5参 照)

表1-4建 設機械 地域別輸出実績
(単 位:億 円、%)

マ

■

歴年
繊 ・・/ 45 48 ・・〆 50 ・〆 52

48/40
年 平 均伸率
52/a8

ア ジ ア 州 135 ア5 211 44 384 52 864 52 1,050 42 1,260 44 1,089 41 1如 30.0

(内 、中近東) (4) (2) (3) (り (67) (9) (130) (8) (469) ㈹ (481) (1カ (313) (1⇒ (422) (4zo)

ヨ ー ロ ッ パ 州 6 3 15ア 27 83 11 14ア 9 470 19 614 21 353 14 5ag 436

北 米 州 5 2 35 ア 110 15 297 18 505 20 446 16 714 27 569 60.0

南 米 州 7 4 1ア 4 58 8 134 8 175 7 115 4 162 6 50.5 29.5

ア フ リ カ 州 21 1㍗ 32 ア 59 5 91 5 197 8 2ア2 9 167 6 8D 45.9

大 洋 州 9 5 53 11 62 9 127 8 96 4 16ア 6 170 6 2Z5 287

計 181 100 485 100 756 100 1,660 100 2,471 100 2,8ア2 100 2,655 100 192 3Z8

(資 料)通 関統計
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表1-5 建設 機械 種 別輸 出推 移(出 荷 、台 数 ベ ー ス)

(単 位:台 、%)

一 46 47 48 49 50 51 52

装 国 内 25,392 29,628 2a195 1ス44ア 16841 13,754 13,402

軌 ト

式 ラ 輸 出 己917 5,486 9245 14,201 1qo64 ス346 兄169

《輸出比率 154 15.6 247 449 388 548 4〔!6

ホ 国 内 6,492 ao25 a665 6,799 6729 ス236 ス452

イ ト

1'ラ 輸 出 558 t513 2コ90 3,618 >515 2,750 2,737

ル ク

タ 輸出比率 ス9 15.9 2α2 34.7 543 2Z4 269

油 国 内 兄546 14,608 1ス688 14,360 16440 16294 2t501

圧シ

式 ヨ 輸 出 269 550 728 727 1,256 9ろ4 1,427

べ

ノレ 輸出比率 2.7 2.2 40 48 ス1 54 64

池 上 国 内 2,285 己629 己705 2,409 t868 t890 2,005

圧フ
式多 輸 出 411 402 515 t364 2,198 t8ろ2 t278

レ

↓ 輸出比率 15.2 1α0 1'2.2 362 54.1 492 3～λ0

国 内 43,715 55,888 5a249 4to15 4t876 5兄154 44,158

計 輸 出 5,155 ス751 12,676 1兄910 1ス051 12,842 14,611

輸出比率 1〔瓦6 12.2 1ス9 32.7 2&9 247 249

t

(資 料)産 機工 出荷統計

タ
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第2章 建設機械の市場構造

]建 設機 械 の需 要分 野

○ 内 需

建 設機 械 の需要 分 野 は表2-1の とお りで あ る。建 設機 械 の市

場 構造 は 内需 にお いて は、 そ の相 当部 分 が建 設 業 向 と思 わ れ る代

理 店 向 も含 め て建 設 業 向が70%程 度 を 占め てい る。残 りの50

%は 、非 製 造 業 の鉱 業 、運 輸業 、そ の他 部 門(農 業 、造 園 、産 業

廃棄 物 処理 業 等)、 製 造業 、 官 公需 で市場 を構 成 して い る。

特 に汎 用 性 の高 い 中小型機 は運搬 機 械 、省 力機 械 と して 、非製

造 、 その他 産 業 で 巾広 く使 用 され需要 分野 が拡 大 して い る。

○ 輸 出

受 注全 体 に 占め る輸 出は近 年50%程 度 を 占め てい る。

●

■
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表2-1 建設機械需要分野別受注推移

(単位 億円%)

民 間 需 要

年度 受注総額 官 公 需 非 製 造 業 代理 店 内 需 計 海外需要
製造 業

建 設 業 運 輸 業 鉱 業 その 他 小 計
計

(含代理店)

45 5,700 100.0
57
(1.8)

156
(5.0)

2,057
(65.6)

87
(5.1)

84(
2.ア)

129

(42)
2,357 2,495 554

(1ス8)

3,104

¢00.0)85.9

596
16.1

46
5,535
100.0

51
(t7)

159
(5.3)

1,930
(64.5)

64

(2コ)

54
(1.8)

124(
4.1)

2,1ア2 2,351 621.

(2α7)

3,003

(100①84夕

552
15.1

4ア
4,415
100.0

64
(t7)

198
@.2)
2,520
(65.8)

84
(2.2)

52
(1.4)

150
(3.9)

2,80・6 3,004 760
(19.9)

3,828
(100.0)86.8

587
13.2

48
5,658
100.0

アO

G6)

266
(6.0)

2,898
(65.4)

87
(2.0)

42
(09)

205
(46)

5,252 3,498 866(
19.5)

4,434

(100.0)78.2
←

1,224
21.8

49
5,91ろ

100.0

68
(t9)

235
(6.7)

2,ろ46

(66.4)

94
(2.7)

144
(4.1)

158
(45)

2,742 2,9ア ア 486(
13.8)

3,5ろ10
00.0)59.8

2,582
40.2

50
5,465
100.0

93
(2.2)

178
6.3)

2,124
(62.0)

55
(1.6)

239

(ス1)

198
(5.9)

2,616 2,794 495(
14.6)

5,580
000.0)61.9

2,085
58.1

51
5,555
100.0

85
(2.5)

174
(5.0)

2,177
(62.8)

45
(1.9

218
(6.5)

230
(6.6)

2,670 2,844 540(
15.6)

5,469

COO.①649

1,884
35.1

52
6,665
100.0

111
(2.5)

197
(44)

2,869
(63.8)

90
(2.0)

270
(6.0)

295
(6.6)

5,524 5,721 665
(145)

4,49ア(
100.0)6Z7

2,168
32.3

(資 料)経 企 庁

㊥ ≡
吟 、
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2.建 設 業 の特徴

(1)昭 和52年3月 末 のわが 国 建設 業 の業 者数 は 表2-2の とお り

であ り、 その うち 、2都 道 府 県以 上 に営 業所 を持 つ大 臣許可 業者

は 、わず か に1.7%に す ぎず 、1都 道 府 県 に と どまる知 事許 可業

者 が そ の ほ とん どを 占め てい る。

表2-2全 国許 可 ・登録 建設 業 者数 の推移

大 臣 知 事 計

許 可 登 録 小計 許 可 登 録 小 計 許 可 登 録 計

35年12月 一 2,488 2,488 一 50,506 5a506 一
52,994 52,994

40年12月 } 4,296 4,296 } 95,556 95,336 一 99,662 105,958

45年3月 一 4,901 4,901 } 15a258 15a258 一 163,139 163,139

48年3月 934 5,105 6,0ろ9 60,123 235,509 295,652 61,057 24q614 30t671

49年5月 3,703 2,928 6,651 216,379 79,876 296,255 22aO82 82,804 502,886

50年5月 6,1ア8 153 6,3ろ1 554,686 9,800 544,486 34α864 9,95ろ 550,817

51年3月 6,ア70 一
6,ア ア0 390,410 一

ヨ90,410 59ス180 一 39ス180

52年5月 ス135
一

ス135 421,228 421,228 42a565 42a365

(資料)建 設 省

(2)資 本 金 階 層別 に建 設 業者 をみ ると、資 本金5,000万 円以 上 の

大 企 業は1%に す ぎず、.99%が 資本金5,000万 円未 満 の中小企

業 に よっ て 占め られ てお り、そ の うち個 人企 業 が60%を 占め て

お り、他 の産 業 と比 較 して零 細 化 が著 しい。
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表2-3資 本金階層別建設業者数推移

200万 円 500万 円 1000万 円 5000万 円 1億 円

区 分 個 人
200万 円

未満

以 上

～
500万 円

以上
～

1000万 円

以 上
～

5000万 円

以上
～
億 円

堤
1。{鮎

10億 円

以上
合 計

未満 未満 未満 未満 未満

55年12月 2t629 2玩 ア24 3,785 1,005 672 52 70 ア 52,994

40年12月 6623ろ 26690 6678 2,03ア 工802 239 242 37 105,958

45年3月 8己670 3a276 21903 a854 a23ア 894 t108 455 163,355

48年3月 18q514 52,285 36,072 15,825 14,267 to38 1,593 477 30t671

49年3月 174,551 5qg28 3a384 1a815 1ス193 t191 t525 501 502,886

50年5月 1ga572 5a298 46886 22,915 2q590 工25ア 1,749 550 55α817

51年3月 226255 、61,852 55830 2ぴ080 25,118 t525 tg56 586 39ス180

52年3月 24t213 64,000 5a755 3ぽ751 2兄522 1,648 2,091 583 42a565

(資料)建 設 省

(3)建 設工 事施 工 面 の元請 、下請 の関連

建 設 業 の 下請制 度 は他 産 業 の 下請 制 度 に見 られ る よ うな部 分 品 、

付 属 品 な どの納入 の形 とは 異 って 、元 請 と何 ら変 らない 重要 な役

割 を果 して い る。

建 設 業 の下請 は決 して補 助的 な役 割 を果 す のでは な く主 要な 工

程 の 主役 であ る。 と くに工 程 ごとの職 業 的分 業 の 明確 な建 築工 事

では大 手 業 者 が全 国 に わた って関 係 をもつ 下請企 業の 数は1企 業

当 り数 千 を こ えてい る。

建 築工 事 では各 部 分工 程 の分業 は技 術 的 に も職業 的 に もかな り

明確 であ る。 つ ま り、 大工 、左 官 、 とび 、電気 、機械 、管工事 な

ど。 また土木 工 事 では 、工 事 目的物 の 種類 に よっ て、部 分工 程 の

組 合 せ が異 る。す なわ ち、鉄 道工 事 は土 木 工事 、軌道 、 トンネ ル 、

橋 渠 、停 車 場 な ど、 また 大規 模 な水 力発 電所 工 事は道 路 、鉄 道 、

橋 渠 、ダ ム 、ず い 道 、貯 水 池 、各種 工 作 物 、建 築等 の設 備 を含 み 、

異 種 の独 立 的 な工 事 で構 成 され る。

さら に、 下請 は これ らの工 事 の部 分 ご とに行 われ る。 た とえば 、

道 路 工事 は土 石 の切取 り、盛 土処 分 運搬 、転圧 な どの土 工事 、砂

14
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:一

利敷 な どの路 盤工 事 、 コ ンク リー ト、石 土 な どの擁壁 工 事 、排 水

溝 、歩道 、安 全 地帯 、植 樹 な どの各 種工 作物 、舗 装工 事 な どで あ

る。

■
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第3章 建設機械の特性

建 設機 械 は 建 設事 業 に おけ る工 期 の短 縮 や 工 費 の節 減 等 の 合理 化 、 ま

た 、困難 な工 事 を施工 す るた め の機械 化 が図 られ発 達 して きた が 、一般

の投 資財 と比 べ 、次 にあ げ る よ うな著 し く異 った商 品 特性 を持 つ。

t

1.苛 酷 な条 件 下 で長期 間使 用 す る こと。

建 設機 械 は土 地 の掘 さ く、重 量物 の荷 役 、運搬 、積込 な ど、作 業

その もの が重 作 業 で あ り、 きわめ て苛酷 な条 件 下 で使 用 され る こ と

が 多い 。 した が って 、機械 には 不測 の負 荷 に耐 え うる強度 と長期 の

重作 業 に対 す る耐 久 力 、 さ ら に十 分 な る安 全 性 が必 要 とされ る。

また 、苛 酷 な条件 下 で長期 に わた って 使用 され るの で 、その 間機

械 が支 障 な く稼 動 し、所 期 の性 能 を維持 す るため に 、 日常整 備 の重

要性 、部 品 供給 、サ ー ビス等 が迅 速か つ 円 滑 に行 わ れ る こ とが要 求

され る。

2,使 用現 場 の条 件が 一定 しな い こ と。

建設 機 械 は 自然 、重量 物 を対 象 として使 用 され るた め 、現 場 の土

質 の変化 や 、対 象物 の形 状 、重 量 が 異 る な ど、 そ の 環境 は すべ て

の作 業 現場 で異 ってい る とい え る。 この よ うな条 件 の 変化 に対 応 す

るため に、機 種 の多様 化 、各 種 ア タ ッチ メ ン トの開 発 、改 良が進 め

られ てい る。 また、 これ らの 開発 の担 い手 は単 にメ ーカ のみ に とど

ま らず 、 施工 者 と共 同 して 開発 す る とい うケー ス もあ る。
'

3.移 動 性 が 高 い こ と。

建設 機 械 は 、必 要 とされ る工 事現 場 へ 運搬 され て使 用 され 、作 業

終 了後 は 次 の 現場 へ と運 搬 され る。 この よ うに建設 機 械 は 、特 定1

ヵ所 で使 用 され る もの では な く、工 事 現 場 間 を移 動 して作 業 に使 用

され る とい う特性 を もつ。 しか も稼動 現 場 は 、都 会地 か ら山間 僻地
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にいた るまで 広範 囲 にわ た るの で 、 その輸 送手 段 、部品 供給 、 ア フ

タ ーサ ー ビス体 制等 が極 め て重 要 とな る。

,

4.構 造 面 に種 々の法的 規制 を受 け てい る。

建 設工事 は一 般 に危 険性 の高 い作 業 であ る。 従 ら てそれ に使 用 さ

れ る建 設機 械 には 、作 業者 の安 全 確 保 の観点 か ら、機 械 の強 度 、安

全 性 が要 求 され 、種 々の法 令 、規 則 に構 造 面 の基準 が規定 され てい

る。 また近 年 は公害 防止 の面 か ら も規制 を 受 け てお り、.構 造 上 の高

度 化 が強 く要求 され てい る。

表2-4法 令 に よる主 な規制 一 覧表

●

法 令 規 制 事 項 主 な 規 制 内 容

t労働安全衛生法 ◎車輌系建設機械の特定自主検 ・特 定自主検査は年1回 実施 し

査の実施者に関する事項 なければならない。

・特定自主検査は法で定める資

格を有する検査者が実施する。

2.労働 安全衛生法 ◎運転車運転技能講習に関する ・車輌系建設機械(整 地 、運搬 、

労働安全衛生規 事項 積込み用および掘削用並びに

則 基礎工事用)の 運転は法に定

める技能講習を修了し、資格

を有す るもの とする。

◎安全基準に関する事項
・車両系建設機械の構造に関 D前 照灯を設置すること。

する事項 2)ブ ル ドー ザ 、 トラ ク タ シ ョ

ベ ル 、 パ ワー シ ョベ ル等 に

ついて岩礫の落下のおそれ

ある場合においてはヘッ ド

ガ ー ドを備 え る こ と。

3)特 定 自主検査.定 期検査 の

実施。

3.労働 安全衛生法 ◎労働大臣が定める規格または ・ ク レー ンまた は 移 動 式 ク レー

施行令 安全装置を具備すべき機械に ンの過負荷防止装置の装着

関する事項

17



◎定期自主検査を行 うべき機械 ・整地 、運搬、積込み用機械 、

等に関する事項 掘削用機械、基礎工事用機械

等の建設機械で動力を用い、

かつ不特定の場所に自走する
'

ことができるもの。

4建 築 基 準 法 ◎騒音、粉 じん等発生により付 ・ バ ッ チ ャ プ ラ ン ト 、 ア ス フ ァ

.

近住民に被害をおよぼすおそ ル トプラン ト等がこれに該当

れのある建設機械装置で、そ し、建屋については用途規制 、

の防止のための建屋等に関す 構造規制(安 全面、加重面)

る事項 をうける。

建屋については建設地域にお

ける確認申請を必要 とする。

5道 路 交 通 法 ◎自動車の騒音、排気ガス規制 'ト ラ ッ ク ク レー ンが これ に 該

に関する事項 当す る(但 し、特殊 自動車を

除 く)

6.道 路 交 通 法 ◎物を運搬する場合の走行時の ・走行時の総重量が20tを 超 す

車 輌 制 限 令 制限に関する事項 場合、重量、車体巾 、高 さに

ついて制限 され る。

ス消 防 法 ◎燃料 タンク、作動 油タ ンクを
・積載燃料又は作動油の量が一

備 えた建設機械に関する事項 定量を超す場合には、消火設

備を具備す る。

a公 害 規 制 法 ◎騒音、振動に関する事項 ・車輌系建設機械 、くい打機 の

騒音 、振動値について、都市

条例 により地域毎に制限 さる。

(低騒音建設機械の発生騒音

は70dB以 下)

18
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第4章 建設機械産業の発展過程 と情報

,

1.建 設機械産 業の発展過程 と情報 の位置づけ(要 約)

わが 国の建設機械産 業は、戦後の新規産業 としてスター トした後、

日本経済の世界に比類 な き高度成長の中にあ って、公共投資 と民間設

備投資か ら生 まれたぼ う大 な建設工事を需要背景に、あわせて不断の技

術革新への努力に よ り極めて順調に発展 し、昭和53年 には約1兆 円

の生産額 に達する一大産業分野を形成するに至 った。

本章では、 この建設機械産業の成長 と発展 を支えた背景 と しての情

報 とその役割 りと位 置づけ を分析 している。

また、建設機械の発展過程 を次の3つ の時代に

ξ≧30餓 繋)
区分 し、 年 代 別 の情 報 と業 界の 発展 過 程 お よび政 府 施策 につ い て 分析

を行 な って い る。

なお 、各 時 代 にお け る、 情 報 、業 界の 発展過 程 、 政府 施 策 等 の総 括

表 は表4-1～ 表4-4の とお りで あ る。

19



表4-1 昭 和20年 代

情 報

〔行 政 〕

。戦 災復興

。食糧増産

O治 水事業の促進

。道路維持修善5カ 年計画策定される。

。建設機械整備費が設立 され建設工事の機

械化がは じまる。

。日本 開発銀行設置

。電源開発促進法施行 される。

。新道路法制定される。

。第1次 道路整備5カ 年計画策定 さる。

。電源開発5カ 年計画施行さる。

。日本国際見本市大阪にて開催

〔技 術 〕

。米駐 留軍 より、 ブル ドーザ、パワーシ 。

ベル、モータスクレーパ等先進技術の建

設機械 の払下げは じまる。

。大型電源開発工事の増加 と先進土木技術

の導 入に より欧米先進国か ら大型高性能

建設機械 の輸入が急増。

〔対外通商 〕

。外資法公布(25年)

。日米通商航海条約発効

。日本 のGATT加 入発効

業 界 の 発 展 過 程

。国産ブル ドーザの生産開始

。戦 災復興用 として被けん引グ レーダ、モータグ

レーダ製作

。機械式 シ ・ベル系掘削機の生産開始

。油圧式モ ビル ローダ製作される。

。建設機械用デ ィーゼルエンジン製 作。

。コンク リー トポンプがわが国 で初 めて生産され

る。

。産業機械工業会設立(昭 和20年)

。産業機械協会(現 日本産業機械工 業会)設 立

(昭 和23年7月)

。建設機械化協議会(現 建設機械化協会)設 立

(日召禾024年)

。産業機械協会(以 下産機工 とい う)に 「建設機

械委員会 」結成 さる。

。国産ブル ドーザ、技術改良期に入る。

。欧米建設機械メー カーか らの技術導入がは じま

る。

。ダ ム 工 事 用 ト ラ ク タ シ ョベ ル 、 ホ イ ー ル 式 シ ョ

ベ ノレロー ダ 国産 化 さ る。

。大 型 パ ワー シ ョベ ル 国 産 化 さ る。

。湿 地 用 ブ ル ドー ザ の 元 祖 、 トル コ ン付 ブ ル ドー

ザ 製 作 さ れ る。

。機 械 式 ト ラ ック ク レ ー ン6t吊 、8t吊 初 め て

国 産 化 さ れ る 。

●

'
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政 府 施 策

。工業標準化法施行さる。

。外国為替および外国貿易管理法施行さる。

・重要機械類の輸入税免除

。輸出取引法施行さる。

。特定中小企業安定臨時措置法施行さる。

。「鉱山土木建設機械製造業 」が企業合理化促

進法の指定業種 となる。

。独禁法の改正により、不況カルテル、合理化

カルテルが容認さる。

。建設機械抵当法公布さる。

。重要産業用合理化機械等の特別賞縮 ‖度の創設
。

。輸出所得控除制度、輸出損失準備金制度の倉殿 。

。鉱工業技術試験研究補助制度創設。

。政府賠償基本方針決定。

。外貨資金特別割当制度実施

。日本海外貿易振興会発足

。輸出振興のための「輸出会議 」発足

。工業試験補助金の創設

。自転車研究補助金の創設

。鉱山保安法施行さる。

。ア ィーゼル エレク トリック凌漂船が初めて国

産化 される。

。産機工海外向PR誌 「国産産業機械最高性能

の現況」の建設機械編作成。

。外国機の輸入阻止、国産機 の愛用運動 を展開

す る。

。車両制限 に関す る法令試案の検討
。

20年 代 の 特 記 事 項

①米国駐 留軍 より、ブル ドーザ、パ ワー シ 。ベ

ル等先進技術の建設機械の払下げに より、 わ

が国建設機械の国産化への大 きな刺激 となる。

②水 力発電用の大型ダム工事が本格化 し欧米 よ

り先進技術 の大型建設機械が輸入されたこと

に より、 これが国産化への大 きな刺激 となる。

③欧米先進国 より建設機械技術導入はじまる。

④国産建設機械の品質、性能の向上が促進され

た。
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表4 2 昭 和30年 代 (1)

情 報

〔行 政 〕

O電 源開発工事の促進

。道路整備特別措置法公布さる
。

。道路整備10カ 年 計画要綱策定さる(事

業費17,000億 円)

。道路整備緊急措置法施行さる
。

。特定港湾施設整備特別措置法施行 さる。

。干拓事業の促進

。愛知用水公団、農地開発機械公団設立

。日本道路公団設立、有料道路の建設促進

さる。 ・

。東海道新幹線着工(昭 和 ろ4年)

。国鉄5カ 年計画策定さる。

。住宅建設5カ 年計画策定さる。

。水資源開発公団設立さる
。

。日本鉄道公団設立 さる。

。第4次 道路整備5カ 年計画策定

。河川法公布さる。

。新産業都市建設促進法公布さる。

'。全国総合開発計画決定

〔経 済 〕

。経済 自立5カ 年計画策定 さる。

・「神武景気 」招来す(昭 和31年)

。新長期経済発展計画策定 さる。

(昭 和53年)

。「岩戸景気 」招来す(昭 和34年)

。 「国民所得倍増計画」を策定(昭 和35年)

業 界 の 発 展 過 程

。建設機械の輸入防圧運動の展開、国産技術向上

対策の推進と輸出振興対策の推進

・政府にココム協定品目緩和要望

。「トラクタ製造業生産性調査 」(補 助事業)

。貿易の自由化対策として建設機械の輸入自由化

への対策の検討

。建設機械の耐用年数改正のための基礎調査

。第1次 機械工業振興臨時措置法の指定業種とな

る。(以 下機根法)

。機根法に定める各年度の合理化計画の作成と実

施状況の調査報告

。機械類賦払信用保険制度の検討

。建設機械の生産統計品目の改訂

。建設機械の第1回 需要予測

。通産省 「産業構造調査会 」産業機械工業構造調

査における「建設機械産業部門」の報告書作成

。産機工刊行の「産業機械海外向PR総 合カタロ

グ」建設機械編作成

。初の建設機械海外調査団の派遣、東南アジア中

南米の市場調査および企業進出の可能性につい

て調査

。建設機械商品分類の改訂

。「最新国産機械総覧 」(通 産省監修)建 設機械

編の作成

。「建設機械市場調査 」(補 助事業)

建設機械の需要動向分析

。海外向PR映 画 「日本の建設機械」を作成

■

弗

■
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泰

⑨

政 府 施 策

。第1次 機械工業振興臨時措置法の制定

(31年6月 ～ ろ5年)

。第2次 機械工業振興臨時措置法

公布(56年 ～40年)

囲法の主旨

①機械工業における国際競争力(品 質コスト

等)の 培養

②生産設備の合理化、近代化

③輸出の振興策

。鉱山土木建設機械製造業が機振法の指定業種

となる。36年 度～58年 度合理化実施計画

の策定と推進

。産業構造調査会新設

。産業構造調査会重工業部会産業機械小委員会

設置さる。

建設機械業種の

①国際比較 ②環境変化

③需要見通 し ④構造上の問題点

⑤産業構造の改善の方途等にっいて

調査、答申した。

。産業構造調査会重工業部会流通委員会設置さ

る。

建設機械の流通の近代化に関する諸方策を

調査答申した。

。日大プラン ト協会の設立

。第1回 機械巡航見本市開催(東 南アジア)

。プラント類輸出促進臨時措置法の制定

50年 代 の 特 記 事 項

①欧米先進国か らの技術導入が本格化 した。

②油圧式 シ。ベルの技術導入が本格化 した。

③わが国経済の重化学 工業化が推進された。

④工場用地 として臨海工業地帯等の大型土木工

事が本格化 した。

⑤米国か ら大型 トラクタ等の輸入が増加 した。

⑥わが国建 設機械 の品質性能が著 しく向上 した。

⑦世界的企業、米国キ ャタピラー社お よびイン

ターナシ ョナル ・八一ベス タ社の 日本進出が

決定 した。
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表4 2 昭 和30年 代(2)

情 報

。わが国経済が高度成長期 に入る。

。わが国経済 の重工業化時代の到来

。鉄鋼業、石油化学工業等の大型設備投資

は じまる。

o臨 海工業地帯 の造成

・産業構造審議会開 く

〔技 術 〕

。本格的大型建設機械 の輸入(ブ ル ドーザ)

。世界的企業米国 キャタピラー社 お よびイ

ンターナシ ョナル ・八一ベス タ社 の日本

上陸

〔対外通商 〕

。貿易の自由化、8条 国に移行,自 由化

率go%

。第1回 最高輸出会議 開催

。欧州共同市場発足

。海外協力事業団設立

。IMF8条 国 に移行

。OECD加 盟 正式発効

〔一 般 〕

・欧米建設機械 メー カーの海外戦略

業 界 の 発 展 過 程

O「 建設機械流通構造調査 」の実施

(産 業構造調査会流通小委員会)

。販売競争の激化、新規企業 の増加に よる過当競

争から販売秩序確立の方途について検 討

。建設機械の生産統計品目の検討

。欧米先進国 より建設機械の技術導入が本格化 し

た。

。初 めて4輪 駆動式ホイール トラク タが国産 さ

れた。O.5m3級 の小型パ ワー ショベル製作さる

。アース オーガが製作さる。

。クロー ラトラクタ、 モー タグレーダ等建設機械

の性能試験方法、仕様書な どの標準化がすすめ

られJIS化 へ の足掛 りとな る。

。D8級 大型 ブル ドーザ製作さる。

。わが国初のターボ過給付エンジン式 ブル ドーザ

製作さる。

。国産初の2軸 式モー タスク レーパ製作 さる。

。国産アスファィレトプラン ト、 アスフ ァル トフ ィ

ニ ッシや製作さる。

。5軸 式 タンデ ムロー ラ、メ ッシ ュローラ製 作さ

る。

・ブル ドーザの小型化は じまる。

。O.5～1.OM3級 のグラブ凌漂船製作さる。

。ポータブルアス ファル トプラン ト製作さる。

。国産 の52tブ ル ドーザが本格生産 に入る。生

産10年 で 世界最大級の国産化(成 功

。技術 導入に よりわが国初の全油圧式 シ ョベル製

e

'
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政 府 施 策

`

。海外経済協力基金法公布

。貿易為替自由化計画大綱を決定

。割賦販売法の制定

。輸出貢献企業認定制度実施

。海外商品別貿易会議開催

。輸出貿易手形制度実施

。日本輸出入銀行の輸出延払い金融制度実施

。委託販売輸出制度実施

。海外市場開拓準備金制度実施

・輸出割増償却制度実施

。技術等海外所得控除制度実施

曹

作 は じ ま る。

。大 型 電 気 シ ョベ ル(5.4m3)製 作 さ る。

。ブ ル ドー ザ 、 ス ク レー パ は ロー プ式 か ら次 第 に

油 圧 式 へ と移 行 しは じめ る 。

。180t-m級 の 大 型 ク ラ イ ミ ン グ式 タ ワー ク レ

ー ン 製 作 さ る
。

・ク ロー ラ式 トラクタ シ ョ ベ ル の シ リー ズ 化 が す す

む 。

。斜 杭 打 ち可 能 な パ イ ル ド ライ バ 用 直 結 形 ま た は

1柱2脚 形 リー ダ 製 作 さ る。

。2.3mφ トン ネ ル 掘 進 機 製 作 さ る。

。2,000m3容 量 の ド ラ グ サ ク シ ・ン 作 業 船 製 作 さ

る。
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表4-3 昭 和40年 代(1)

情 報

〔行 政 〕

。第1次 、第2次 水道整備5カ 年計画

。治水事業5カ 年計画

。港湾整備5カ 年計画

。住宅建設5カ 年計画 ・

。新 東京国際空港公団設立

。第5次 道路整備5カ 年計画

。公 害対策基本法公布

。大気汚染防止法公布

。砂利採取法公布

。ダ ンプ トラック規制法公布

。本四連絡橋公団発足す

。日本万国博開幕

・日本列島改造論打 出さる

。総需要抑制策の推進

。公共投資の繰延べ

。新 全国総合開発計画決 まる。

。新都市再 開発法、新都市計画法決 まる。

。国土利用計画法施行さる。

。工業配置促進法施行さる。

〔経 済 〕

・ 「い ざなみ景気」招来、民間設備投資、

輸出が急増、所謂 「昭和元録時代」

。新経済社会発展計画決 まる。

。不況の深刻化、設備投資の停滞

。「石油シ ョック 」物価高騰

。わが国経済マイナス成長 を記録

業 界 の 発 展 過 程

。第3次 機根法鉱山土木建設機械製造業の合理化

計画検討

(計 画の内容)

① 生産品種調整 の実施(体 制 の整備)

② 割賦販売条件の正常化

③性能 ・品質 の向上、設備の近代化等

。中期需要予測 の実施(42年 ～46年)

。建設機械 固定資産税対策委員会設置

(所 有権留保 条件付割賦販売における固定資産

税納税義務者に関する法律(地 方税法)の 改正

に係 る研究 と政府当局への法改正運動 の展開)

。建設機械 生産品種調整 カルテル運営委員会設置

(機 振法に基 く、パ ワーシ ョベル、ホイール ト

ラクタの生産品種調整 に係 る共同行為)

。建設機械取引条件 カルテル運営委員会(機 根法

に基 く割賦 販売 条件 に係る共同行為)

。建設機械中古車流通構造調査

。トラッククレーン市場調査

。建設機械事故対策委員会設置

(所 有権留保割賦販売における債権事故防止対

策の研究)

。 トラッククレーン懇話会設立

(ト ラ ッククレー ンメーカ、 キャリヤ メーカ ・

ク レーン賃貸 業 者 に よ り結 成。 目的:道 路交

通法、車両制限令の改正等に係る研究 と対策)

。建設機械中期需要予測の実施(46年 ～50年)

。西 独建設機械業界の訪 日(17社)

e
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一

政 府 施 策 40年 代 の 特 記 事 項

。「輸出機械製造用原料品に係る戻 し税制度 」
①わが国経済の高度成長期であり、民間設備投

●

に建設機械を適用
資、住宅建設等が極 めて旺盛であった。

。機根法に基 く新技術開発促進対象機種に建設

`

機械決まる。
一 ②建設機械が油圧化 という技術革新時代に入っ

。第3次 機振法施行 さる(4↑ 年 ～45年)
た 。

。「産業機械輸出の現状と問題点 」の報告書作

成(産 構審輸出小委員会産業機械分科会)建
③ 油圧式 シ.ベ ルが操作性等の よいことか ら新

設機械を対象業種として、輸出振興等に関す 規機種 として著 しく生産が増加 した。

る 諸問題の答申。

。地方税法の一部改[E
④建 設機械の世界的企業米国キャタピラー社、

(所 有権留保条件付割賦販売における建設機 インターナシ ・ナル八 一ベ ス タ社 が 生産 を

械の固定資産税の第1納 税義務者は使用者、 開始 した。

第2納 税義務者は売主 となる。)

。流通システム化推進会議発足(通 産省)
⑤米国有力企業の日本⊥陸が刺激となり、わが

。トラッククレー ンの安全化 に関す る調査研究
国建設機械の品質、性能が著 しく向上 し、ほ

(通 産省機械安全化無公害化委員会) ぼ国際水準 に達 した。

。特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置
.

法(以 下機電法 とい う)公 布(昭 和46年4

7

月1日)7年 時 限立法

⑥わが国建設機械産業の量産体制の基礎が確立

された。

(法 の骨子)
■

①安全化無公害化 ②標準化 ⑦中古車の下取 りが著 しく増加 した。

③高度化 ④指定業種の合理化

。土木建設機械製造業機電法の指定業種となり ⑧生産体制の強化から徐々に流通の近代化に重

特 定 機 械 に トラ ク タ、 パ ワ ー シ ョベ ル 、 トラ 点がおかれてきた。

ッ ク ク レー ン 指 定 さ る。

(高 度化計画) ⑨割賦販売が主流を占めたことにより流通資金

①性能 ・品質の向上 ②生産費の引下 が著 しく不足 した。
.
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第4 3 昭 和40年 代(2)

情 報

。わが国建設機械産業に国際化時代到来

〔技 術 〕

。騒音規制法公布

。油圧化への革新

。土木機械の国際規格(ISO)作 りは

じまる。

〔対外通商 〕

。戦後最大 の国際通貨危機に遭遇す。

。ろ08円/$新 為替 レー ト実施 さる。

。資本自由化

対内直接投資等の 自由化 について第

1次 資本 自由化措置実施。技術導入

の 自由化 について第2次 対内直接投

資の自由化、第2次 資本 自由化措置

実施

。輸入の 自由化

46年 末 までに55品 目の輸入 自由

化実施、既存輸入制 限品目65品 目

とすることに決定

。わが国国際収支の黒字傾向

。第3次 資本 自由化

。10品 目の輸入自由化

。日中覚書 貿易調印

。輸入 自由化 の促進な ど8項 目の総合国

際収支対策を決定

。国際的な通貨調整、 円大幅切 り上げ

業 界 の 発 展 過 程

。建設機械取引条件 カルテル準備委員会結成

(機 根法 によるカルテル失効に伴 う対策の検討)

・建設機械譲渡証 明書制度の確立

。建設機械需要予測委員会の設置

。需要予測講習会 の実施

・建設機械中古車査定準備委員会設置

(補 助事業、機電法に基 く、 「建 設機 械 の下取

りの正常化 」を目的 として、合理的 な下取基 準の

作成)

。建設機械規格制 限カルテル準備委員会結成

(機 電法に基 き、 トラクタ、パ ワー シ ョベル、 ト

ラッククレー ンの規格制限に係る共同行為実施の

ための研究)

。建設機械中古車査定基準第一次案完成

。中古車査定基準に より第一次査定 トライアルの実

施

。建設機械技能講習委員会設置

。改正車両制限令に よる新形 トラッククレーン設計

基準の作成

。業界統計の確立(四 半期別出荷実態調査)

、。建設機械規格制限 カルテル運営委員会設 置

(ト ラッククレーン:操 作 レバーの統一 ・パ ワー

シ。ベル:操 作レバーの統一、駐車 ブレーキの装

備。

ク ロー ラ トラクタ:8t以 上 のものにROPSが 装

備 し得る構造。 ホイール トラクタ:パ ケッ ト昇降

レバーの ロック装置 の装備)
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政 府 施 策

●

●

③設備の近代化 ④パワーシ・ベル、四

.輪 駆動式 トラクタ、 トラッククレーンの規

格制限に係る共同行為 ⑤割賦販売条件の

正常化と中古車下取 り条件の正常化等

・安衛法 で車両系、建 設機械構造規格を定む。

。労働安全衛生規則で、車両系建設機械、運転

技能特例講習の実施に関する件を定む。およ

び技能講習手数料に関する件を定む。

。労働安全衛生規則でくい打、 くい抜機につき

次のとおり規定す。

①構造(前 照灯の設置、へ ・ドカバー(ρ設置)

②使用に係る危険の防止。 ③定期 自主検査

④ くい打、 くい抜機の安全

。通産省機械安全化無公害化委員会くい打分科会

で「くい打機の防音安全対策の研究 」を実施

。貿易研修センター発足

。産業構造審議会、産業構造改善促進について

答申

。重要技術研究開発費補助金制度施行

。国産技術振興資金融資制度施行

40年 代 の 特 記 事 項

⑩建設機械の中古車査定基準が作成された。
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表4-3 昭 和40年 代(3)

情 報

〔一 般 〕

。建設機械の下取 り増加

業 界 の 発 展 過 程

。建設機械中古車査定委員会設置

。中古車査定指導員の講習会の実施

。業界統一査定基準に よる本格的中古車査定業務

の開始。

。建設機械産業の海外戦略に関する研究

。建設機械サー ビス委員会設置

(労 働安 全衛生法 に基 く建 設車 両 の定期 自主

検査の実施等)

。産構審産業機械 分科会 で建設機械編作成

。建設機械工業に於け る流通合理化の方途に関す

る調査

。国産技術 により初めて油圧式シ ョベル製作 さる。

。低騒音油圧式抗打 機製作さる。

。地下連続壁工法機 開発 さる。

。無線 リモ コン操作の トラク タシ ・ベル製作さる。

。世界初 の水 中ブル ドーザ(油 圧駆動式)試 作さ

る。

。低騒音ポー タブルコンプレッサ製作さる。

。海洋工事用、海上作業台初 めて国産 される。

。水陸両用お よび水中 ブル ドーザ製作さる。

。建設機械油圧化時代到来

。油圧式 シ ョベル、油圧式 トラッククレーン全盛時

代 に入る。

。ミニブル ドーザ製作さる。

。全自動化アス ファ・レトプラン ト製作さる。

。トラク タ大量生産時代に入る。

。ホイール トラクタ採石業界向けが急増す。

φ
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政 府 施 策 40年 代 の特 記 事 項

●

●

'

●

■

。建機用油圧機器が高圧化の方向に進む。

。騒音対策 として、 ブレー カのエァ式が油圧式 への

移行強 まる。

。 トラ ッ ク ク レ ー ン に モ ー メ ン ト リ ミ ッタ を装 備 し

.

た ものが増加
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表4-4 昭 和50年 代

情 報

〔行 政 〕

。財政支出拡大による不況対策の実施

〔経 済 〕

。低成長経済時代の到来

。わが国経済の長期不況

。民間設備投資の低迷

。円高不況招来す

。新経済5カ 年計画決まる
。

〔技 術 〕,

。建設工事公害対策技術 指針出る
。

。第2次 油圧式 シ ョベルのブーム出現

。小型建設機械のブーム招来す
。

〔対外通商 〕

。産油国の経済建設急速 に高 まる。

。わが国のプラン ト輸 出急増 する
。

業 界 の 発 展 過 程

。ROPS委 員会 の設置 「トラクタ転倒 時運転者

保護構造(ROPS)試 験 装置 」を設計、製作

し(補 助事業)、 建設機械研究所内に設置する。

。建設機械輸出委員会設置

。安衛法に基 く建設 車 両 の定 期自主検査におけ

る点検整備 ステ ッカ貼付制度の制定

。建設機械産業 における産業組織 に関する調査研

究'

。OEM化 の傾向強まる。

(国 内)製 品 シ リーズの拡張、 コストの低減、販売

効率 の向上 を目的 として、業務提携 により他

社に生産 を委託 した機械に自社 ブラン ドを付

けて販売す る方法が強 まる。

(海 外)海 外 メー カとのOEM契 約 に よ り、国

際分業が具体化す。

。建設機械部会に 「運営幹事会 」設置

。建設機 械中古車輸出実態調査実施(補 助事業)

。建設機械排 ガス実態調査実施(補 助事業)

。賃金の高騰 および中小型公共工事の増 加等か ら
、

建設工事の生産性 向上 を図るため、小型建設機

械の開発が活発化する。

。小型油圧シ ・ベル(o ・25㎡ 級)ミ ニパ ・クホ

ウ(a1㎡ 級)が 多 く企業化 される。

。油圧シ ・ベルの生産額が、 首位を占めていた ト

ラクタの生産額 を上回る。

。技術導入品について提携の解消、 ロイヤ リテ ィ

の低減等の動 き顕著 となる。

。建設機械の安全性、居住性、操作性お よび低騒.

音化等の技術改良が進 む。
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政 府 施 策 50年 代 の特 記 事 項

。安衛法で移動式クレーン構造規格定 める
。 ①石油シ ・ック後建設機械 の内需が長期 にわた

'

。特定機械情報産業振興臨時措置法
って著 しく低濡 し、業界 として も戦后初の深

(以下機情法)施 行さる(53年7月) 刻 な不況 に直面 した。

●

(注)法 の主旨

①技術の向上、生産の合理化等の促進。 ②産油国の工業化 の促進に よリトラクタ等の輸

②危害の防止。. 出が急増 した。

③生活環境の保全。

④資源利用の合理化。 ③政府の不況対策 として公共投資の拡大に より、

⑤機械を製造する事業の基盤の強化。 油圧式 シ ョベル の需要が急増 し、第2次 油圧

⑥ プログラム(ソ フ トウエア)の 有効利用。 式シ.ベ ルのブームが出現 した。 単一機種 とし

O± 木建設機械製造業が機情法の指定業種 て業界第1位 の地位 を占める至 った。

となる(55年9月)。

。機情法による土木建設 機械製造業 の高度 ④世界的な建設機械生産国および供給国の地位

化計画策定(55年12月)。 を確立するに至 った。

(高 度化計画)

①品質、性能を維持し生産費の引下げを図る。⑤業界の長年の努力により規格の統一、取引条件

②騒音の低減に関する規格の標準化。 の正常化等業界および需要業界に共通の利益

③騒音の低減について、 エンジン製造業者、 をもたらす諸方策が具体的に推進され、業界
●

油圧機器製造業者 との共同研究の推進。 協調 の場が確立 された。

④ROPS(転 倒時運転者保護装置)の 規格
,

の制限に関する共同行為の実施の検討。 ⑥中古車査定基準が裁判所の競売等における評

⑤中古機械の下取 り制度の整備の促進。 価基準 と して採用された。

⑥海外流通網の強化、育成。

,

。鉱山保安法で鉱山用建設車両構造規格を定む。
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2,建 設 機 械産 業 の揺 らん 期(昭 和20年 ～30年 代)

(要 約)

① 昭和20年 代

戦後 、建 設 機 械 産 業 の生 産 の 契 機 とな ったの は、 国 土 復興 、 開 発 、

住 宅、 食 糧の 確 保 に お け る建 設 機 械 の導 入 で あ った。

特 に農 林 省 に よる155万 町歩 の 開懇 計 画 は5年 とい う短期 間 に完

成 す る こ とに な った た め、 機 械 化 に よる開懇 が ク ロー ズ ア ップされ 、

ブ ル ドー ザ、 トラ,クタな どが 使用 され る こ とに な った。 しか しなが

ら、 戦 后 のわ が国 の 建 設 機 械生 産 は まだ緒 に つ いた ば か りで あ り、

そ の 品 質性 能 は著 し く低 い もの で あ った。他 方 、 米 国駐 留軍 よ り先

進 技 術 の ブル ドー ザ 、 パ ワー シ ・ベ ル等 の払下 げ お よび水 力発 電 用

大 型 ダ ム工事 に欧米 よ り先 進 技術 の大 型 建設 機械 が 輸 入 され た こ と

が 、 わが 国建 設 機 械 国産 化 へ の 大 き な刺 激 とな った。

昭 和25年 に な る と建 設 省 予 算 に よる、 建設 機械 整 備 費 が 設 け られ 、

建 設 合理 化 の有 力な 方法 と して 建 設 の 機 械 化 が 強 く推 進 され る こ

とに な った。 この予 算 措 置 は建 設 工 事 にお い て は従 来施 工 不 可能 で

あ った難 工 事 が機 械 力の 導入 に よ って施 工 可能 に な り、建 設 工 事 の

機械 化 が 進展 し、 さ らに、 建 設機 械 業 界 に おい て も当時 と して は 、

か な りの安 定 した需 要 が生 じた た め、 有 力 メー カに よる建設 機 械 生

産 に取 組 む体 制が 確保 され る ことに な った。 この生 産 体 制 を支 え た

需 要 は 昭 和29年 か ら10カ 年 計 画 に よって推 進 さ れ た治 山 治水

事 業 で あ り、 ブ ル ドー ザ、 パ ワー シ ・ベ ル、 ス ク レー パ 、 ダ ンプ ト

ラ ック な どの 輸 入 と国産 化 が 行 わ れ た。特 に 、 昭和28年 ～30年

頃 まで には'ブル ドー ザ は 中型 機 が 国産 化 され 一 般± 工 に 広 く利 用 さ

れ 建設 工 事 に おけ る機 械 化 の 中核 とな った。 さ らに建 設 の 機械 化 の

実 効 を認 識 させ たの が ダ ム ブー ムで あ り、 昭和26年 に は電 源 開発

促 進 法 が制 定 さ れ、 大 型 機 械 の投 入 が盛 ん に行 われbま た 昭和29

年 に は第1次 道路 整 備5カ 年 計画 が 策定 され る な ど戦 後 の本 格 的 な

建 設 機械時 代 を迎 え る こ とにな った。
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② 昭和30年 代

さ らに30年 代 に入 る と電 源 開 発の継 続 、 第1次 、2次 、5次 に

お よぶ道 路 整 備5カ 年 計 画、 鉄 道 の拡張 事 業 、 港湾工 事 の近 代化 、

臨 海工 業 地 帯 の 増設 、 民 間 ビル建 設の 活発 化 等 に よる旺盛 な建 設工

事 が 出現 した 。 これ に対 し建 設機 械 業 界は ブ ル ドー ザ を 中心 に 自社

開 発 あ るい は 技術 導 入 に よ って パ ワー シ ・ベ ル、 コ ンク リー ト機 械、

アス フ ァル ト舗 装機 械 等 の道路 機 械 、各 種 凌 漂作 業機 械 、 トラ ック

ク レー ン等 を次 々に国 産 化 し、 多様 化 ・高 度化 す る建 設 工 事 に対 応

してい った。

特 に30年 代 後 半V(k・ いて 装軟 式 トラク タは建設 機 械 全生 産 額 の

50%を 占め、 シ リー ズの 拡大 、 量産 化へ の移 行が な され、 汎 用 量

産機 種 と しての 性 格 を強 め るに至 った。 ま た 、 パ ワー シ ・ベ ルの 分

野 に拾 い て ヨー ロ ッパ の油 圧技 術 を導 入 した 油圧式 パ ワー シ ・ベ ル

が 国産 化 さ れ、 一 方 で は小 型の 油圧 ク レー ン も国産 化 さ れ る な ど、

油圧 化 とい う新 しい技 術 が 台頭 しつつ あ った.

(1)建 設 機械 生 産 の 推 移

昭 和50年 代 に入 る と、建 設機 械 は装 軌 式 トラク タ、道 路 機 械

を 中心 に順 調 な生産 が推 移 した 。昭和50年 には53億 円 とい う

小 規模 な生 産 額 で あ った が 昭和39年 には 約1,100億 円 とい う

生産 額 に達 し大 きな産 業 に成 長す るま で に至 った 。(表4-5参

照)。特 に装 軟 式 トラク タ(ブ ル ドー ザ)の 伸 長は 著 し く、 昭 和30

年 ～昭和59年 に は約29倍 とい う高い 成 長 をみ せ、 建 設 機 械 の

中で50%強 の ウエ イ トを 占め30年 代 にお いて 建設 機 械 産 業 発

展 の主 導 的 な立 場 を 占め た。 また、 パ ワー シ ・ベ ル、 道 路機 械 も

順調 な伸 び をみせ た が 、 昭年55年 以 降 、 民 間の ビル建 設 、 工 事

建 設の 活 発化 を反 映 し、 トラ ック ク レ→ ンが大 巾な成 長 を とげ て

い る。
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表4-5建 設 機械 生 産 額推 移

(単 位:百 万円)

機 種 年 度 30 35 59 40

装 軟 式 ト ラ ク タ

ホ イ ー ル トラ ク タ

掘削機(パ ワーシ。ベル)

そ の他(道 路機械等)

ト ラ ッ ク ク レー ン

2,161

-

1,094

2,021

『

ろ α ろ15

5157

a719

9405

5,445

6己141

1t297

15754

25,294

ス883

5ス675

1t448

16,418

26136

6598

計 5,276 55,039 115,569 11a275

(資 料)通 産省統計

② 建 設機 械 輸 出入の 推 移

① 昭和20年 代

昭和20年 代 に お い てそ の初期 の建 設 工事 には 、 主 に米軍 の

払下 げ 機 中心 に行 わ れた が、 後 半 に入 る とわが 国 の メー カが建

設機 械 の 本 格 的生 産 に着手 す るに あた って 自社 開 発 に よる中型

ブル ドー ザ、 道路 機 械 の生 産 が 活発 に行 われ る一 方、 パ ワー シ

・ベ ル を 中心 とす る技術 導 入 に よる生 産 も行 わ れ た。 しか しな

が らわが 国 の メー カに よる生 産 は 中 ・小型機種 の分野に とどま り

大型 機 は 輸入 機 に依 存 しなけ れば な らな か った 。特 に 昭和26

年 に策 定 され た電 源 開 発促 進 法 に よる大 型 ダ ム工 事 の 活 発化 は 、

大型 建 設 機械 の需 要 増 加 を もた ら し、大 型 建 設機 械 の輸入(ブ

ル ドー ザ …米 国キャタピラー社、パ ワー シ ョベ ル…米 国 マ リオ ン

社 、 米 国P&H社 、 ダ ンプ トラ ック… キ ャタピラー社、米国イ ン

ターナシ ョナル社)が 活発 に行 われ た。

② 昭 和50年 代

昭和50年 代 に入 って もそ の 前半 に おい て は ダ ム工 事 の継 続

に伴しへ 大型建設機械 の輸入が継続 した。 しか しなが ら昭 和30年

代 の 後半 に入 る と昭和36年 の機 械工 業 振興 臨時 措 置 法の制 定

に と もな って 国際 競争 力の強 化 等 、輸 出振 興 策が 推 進 され 、 装

軌 式 トラク タ、 パ ワー シ ・ベ ル等 の輸 出が 行 われ る よ うに な っ
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た。 一 方 輸 入 は国 産技 術 の 向 上に と もない 減少 の 傾 向 をた どっ

た。

表4-6建 設 機 械輸 出入 状況

(単 位:億 円)

＼ 50 55 37 39

輸 出 1 29 ろ55 6ス1

輸 入 2 25 1Z6 2〔}3

(資 料)通 関統計

特 に 、 装軟 式 トラク タは建 設機 械 輸 出額 の80%以 上 を占め

る中 心 的 存在 に な ってお り、 低 開発 国 を中心 に伸 長 が著 し く昭

和31年 には約5億 円が39年 には47億 円に達 し、 中国への大量輸

出、欧 州 の先 進工 業 国へ の輸 出 もみ られ る よ うに な った。 また 、

シ ・ベ ル も昭和51年 に は1,000万 円 で あ った が、39年 に

は12億 円 と飛 躍 的 な伸長 をみせ た。

(3)建 設 機 械産 業揺 らん期 にお け る情報

〔要 約 〕

建 設 機 械 の揺 らん 期 お よび 壮年 期 で もあ る昭和30年 代 は 昭和

20年 代 が 戦後 の 経 済 の再 建 時代 で あ ったの に対 し、 明確 な経 済

成 長 へ の 歩 み を示 した時 代 で ある。 この よ うな時代 に あ って建 設

機械 産 業 の 発展 を うなが した 主 な要 因 は電 源 開発 に と もな うダ ム

ェ 事 の 増 加、1次 、2次 の 道路 整備5カ 年 計画 を中心 とす る社会

資本 へ の投 資 、 産 業基 盤 の 整備 に と もな う民 間 の工 場 建 設、 ビル

建 設 、 住 宅建 設 で あ った。

① 建 設工 事 量 の増 大

④ 建 設 投 資

建 設投 資は 、 国民 経 済計 算 の 国民 総 支 出 中、 純 固定 資 本形

成 の 一 部 と して あ らわ れ て くる もの で あ る。
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表4-7建 設 投 資 額

(単 位:億 円)

年 度 50 35 38, ろ9 40

総 計 兄530 25,078 44,979 54,750 59694

建 築 5,540 15,410 26854 35,486 5ス544

住 宅

非 住 宅

3」1D

2,430

ス061

a349

15453

12,025

14759

1aア27

2α382

16962

土 木 3,990 9668 15554 19264 22,350

公 共 事 業

.公共事業以外

4,821

4,843

ス906

ス4λ8

1q469

a759

1工681

10669

(資 料)建 設 省

昭和50年 ～40年 の推 移 をみ る と、 建設 投 資 全体 でみ る と

40年 は30年 の6.5倍 に達 す る。 これ は国 民総 生 産 は 昭和

50年 度 約8,8兆 円か ら昭和40年 度 約51,1兆 円へ と3.5

倍 の 伸び が あ ったの に比 べ、 は るか に大 きな増 加 率 を示 して

い る。

これ は 、 昭和30年 代 に 入 ってか ら驚異 的 な躍進 を とげ たわ

が 国経済 の 中 で、 産 業基 盤 と しての 社会 資 本へ の投 資 が な さ

れ た こと を示 してい る。 特 に31年 ～40年 に お け る推 移 を

み る と政 府5.0倍 、 民 間5.3倍 とな って お り、 そ の増 加 率 は

ほ ぼ 同 じで あ る。 また 、建 築 、 土木 に おい て も建 築5.4倍 、

土 木4.2倍 とな ってい る。 この こ とは30年 代 の 建設 機 械 産

業 を支 え た建 設投 資 が、 民 間 の産 業基 盤 の 確立 、 住 宅の 建 設 、

社 会 資本 の 充 実 等 全 て の分 野が ほ ぼ 同等 に大 きな進 展 をみ せ

た こ と を示 してい る。

〔主 要 な建 設 事業 の 推 移 〕

④ 道 路 … …50年 代 に おい て最 も事 業量 の 大 きか った建

設 事業 は道 路 事業 で あ る。 昭和50年 度 には わ ず か600

億 円 強 に過 ぎなか った道 路投 資 は 第1次(昭 和29年 ～)

第2次(昭 和35年 ～)、 第5次(昭 和56年 ～)、 第4次
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■

(昭 和39年 ～)の 計 画 の継 続 に よって昭和42年 度 には1兆

円を超え る金 額 に達 して い る。

◎ 鉄 道 … ・・輸 送 力の 増 強 、輸 送 方式 、 動 力の近 代化 を 目的 と

した 国鉄 の 第1次5カ 年計 画は総 額5,986億 円の 規 模 で あ

ったが、 新 幹 線 の建 設 と主要 幹 線 の複 線化 を主 眼 と して 改訂

され た 、昭和56年 度 を初年 度 す る第2次5カ 年 計画 は 総 額

1兆3491億 円の規 模 に達 した。

6港 湾設 備 … … 国土 復 興、 電 源 開発 、道 路 整備 と進 め られた

建 設 事業 に続 い て貿 易 、 産業 の 基盤 と しての港 湾 の重 要 性 が

認 識 され 、港 湾整 備 事 業 は 昭和50年 代 の 中頃 か ら、 本 格 的

な整 備事 業 へ と発 展 し昭和36年 には総 額2,500億 円 の港

湾 整 備5カ 年 計画 が策 定 され 、 在来 の 港湾 の増 強 、新 しい港

湾 の整備 な どが進 め られ た 。

e住 宅 …… 国 土 の復 興、 産業 基 盤 の 確立 が急 が れ た ため 、 住

宅建 設事 業 の本 格 化 は か な り遅 れ る こ とに なった が 昭和56

年度 を初 年 度 とす る住 宅建 設10カ 年 計 画は最 初 の本 格 的 な

住 宅建 設 事業 計画 で あ り、 昭和39年 度 には、 住 宅 建設7カ

年計 画 が策 定 された 。

㊧ そ の他 … … 上 下水 道 、 下 水道 事 業 、公園 事業 、 そ の他 環 境

衛 生事 業 な どの 、生 活環 境 施 設整 備事 業 は昭和30年 代 の後

半か ら、 都 市へ の人 口集 中 化 と と もに増大 の様 相 を呈 し、 昭

和35年 度の 事業 費は200億 円であったが逐年 増 加 し、 昭和

42年 度 には 約1.000億 円の規 模 とな った。

② 建 設 工 事施 工 に お け る機 械化 の促 進

昭和24、25年 か ら約10年 間は 電源 開発工 事 が 一番 重要

か つ進 展 を とげ た 建設 工 事 で あ り、施 工 機 械 として 重機 械(装

軌 式 トラク タ、 パ ワー シ ・ベ ル)、 バ ッチ ャプラン トお よび 大

型 ク ラ ッシ ャー 等 が まず 伸 長 したe次 に道路 整備 計 画(29年

度初 年度)に 応 じて道 路 機 械 の ニー ズが急速 に高 ま った。 さ ら
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に 昭和32年 ～35年 にか け て、 一 般 民 間 土 木 建 築 工 事 の増

大 につ れ て 、 トラックク レーン、基礎 工 事 機 械(デ ィー ゼ ルパ イ

ルハ ン マー 等)等 の ニー ズが生 じた。 この よ うに ダ ム工 事 、道

路 工 事 用機 械等 か らさ らに、 発 注 工 事の 変 動 に対 応 した建 設 機

械 の ニー ズ が生 じ、 工 事 内容 の 多 角化 は建 設機 械 の発 展 分野 を

拡 大 し技術 提 携 が 数 多 くなされ 、機 種の 多様化 、 高 度化 が 進展

した。

表4-8 登録業者(大 臣、知事)主 要建設機保有台数

(単位:台)

年 度機 種 55 ろ5 57 38 59

●パ ワ ー シ ョ ベ ル 1,089 2,482 4,878 20,487 21,286

装 軟 式 ト ラ ク タ 2,977 6,552 12,675 3ス060 43,050

バ ッ チ ャ プ ラ ン ト 1,201 2,878 5,144 13,878 14,471

アス フ ァル トフ ィニ ッシ+ 18フ 495 900 1,949 2,291

ロ ー ド ロ ー ラ 2,725 4,254 5,493 9,648 12パ32

(資 料)建 設省

(4)政 府 施 策

① 昭和36年 機 械工 業振 興 臨 時措 置 法(機 振 法)の 施行

機振法に基 く 「鉱山機械お よび土木建設機械 製 造業 振 興 基本 計 画(

以下基本計画 とい う)」 に よって、生産品種の 製 造 の 専 門化 お よび

'製 造 設 備
の近 代 化 を促 進 す る こに よ って製 品 の 品質 また は性 能

の 改 善 お よび コス トの引 き下 げ が行 わ れ る。 特 に装 軟式 トラク

タ、 パ ワー シ ・ベ ルにつ い ては 輸 出強化 の 体 制 が指 摘 され る。

② 昭 和57年 「昭 和57年 度鉱 山お よび土 木 建 設機 械製 造 業 振

興 実 施計 画 」

昭和36年 の 「基本計画」 を達成 す るた め に、 また 、貿 易 の 自

由化 に 対処 し、 土 木建 設機 械 の 国 際競 争 力の強 化 が 打 ち出さ れ
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る。

③ 昭 和58年 「昭和58年 度鉱 山お よび 土 木建 設 機械 製 造 業振

興 実施 計 画 」

昭和37年 の 実 施計 画 をさ らに継 続 す る。

④ 昭 和59年 「鉱 山teよ び土 木建 設 機 械製 造 業振 興 基本 計 画 」

昭 和36、37、38年 の3カ 年 に お よぶ基 本 計画 にお け る

目標 を達成 した が 、 この年 さ らに、 国 内 にお い ては道 路 開 発 、

治 山 治 水等 公 共土 木 事業 の 拡大 に従 って建 設機械 の需 要 の 増 加

お よび よ り大型 、 高性 能 機械 の ニー ズ に対応 すべ く、 また 国外

にお い ては 東 南 ア ジ ア、 中 南米後 進 国 にお け る鉱 山 開発 、 国土

開発 の 積 極化 に伴 う、 海 外需 要 の増 大 に対 応 し輸 出等 の 大 巾向

上 を 目標 と して 、 国際 競 争 力の い っそ うの 強 化、 品 質性 能 の 向

上 な らび に コス トの 低 減 を図 るべ く基 本計 画 が策定 され た。

ρ

3建 設機 械産 業 の成 長期(昭 和40年 代)

(要 約)

昭和40年 代 は わが 国の建 設機 械 産 業 を世 界 有数 の生 産 国 に成 長 さ

せ た画 期 的 な時 代 で あ った とい え よ う。す なわ ち、 品質 、性 能等 の技

術 水準 に お いて も、 また 価格 、 生産 体 制 に おい て も国 際水準 に 達 し、

内需 お よび 輸 出 と も著 しい成 長 と発 展 を示 した。 昭和48年 の石 油 シ

・ ック以 降 内 需 は低 迷 を続 け た が産 油 国 を 中心 とす る輸 出の拡 大 に よ

って、 内 需 の減 少 を カバー し、 昭和40年 代末 には 約6 ,400億 円 の

生 産規 模 に 達 した。

〔成 長 を促 した 情報 〕

① 建 設 工 事 量 の増 大

昭 和40年 代 は わが 国経 済 が世 界 にそ の 例 を見 ない よ うな高度 成

長 を した ことに よ り、建 設 工 事量 が 飛躍 的 に増 大 し、表4-10に

示 す とお り、40年 代 末 に は、GNPに 占め る比 率が20%を 上 回

る水 準 に 達 した。 なかで も、 わが 国 の産 業構造が大 きく重化学工業化
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に傾斜 したことにより、鉄鋼、石油化学、電力等の大規模 臨海工業地

帯の±地造成 や、 プ ラン ト建設、工場建屋建 設等の大型設備投資が

活発化 したこ とが、建設機械産 業の成長 を直接促 した大 きな要因 と

なってい る。

また国民所得の上昇に ともない、民間住宅建築 も本格化 し、大規模

宅地造成 も活況 を呈 した。他方わが国の社会資本 は欧米先進国に比

べ著 しく立遅れていた ことお よびわが国経済の高度成長に ともない、

産業基盤整備 のため、 道路、港湾、鉄道等活発な公共投資が 推進さ

れた。

表4-9 建設投 資額推移

(単 位:億 円、%)

年 度 40 45 48 48

投 資 額 構成比 投 資 額 構成比 投 資 額 構成比

/
40

建設投資計 5%94 100 146541 100 28467る 100 4802

政府投資計 22,899 5a4 4晃090 555 86591 3〔L2 57a1

土 木 投 資 1ス528 294 56680 251 6ぴ564 252 37～ ㌧8

道 路 5,255 a8 1tg52 a2 19766 69 3761

鉄 道 2,460 41 4,403 50 a756 5.1 355.9

生 活環境施設 955 t6 21711 1.9 ぴ297 2.2 66α8

治山治水 海岸 1,578 2.6 己459 2.4 ぴ143 2.1 5893

そ の 他 ス281 12.2 14,155 97 25,602 89 351.6

非 住 宅 建築 3,913 66 ag16 61 15,142 53 38ス0

住 宅 建 築 t458 2.4 5494 2.4 4,885 1.7 3550

{

民間投資計 3ぴ795 61.6 9ス251 66.5 20qo82 698 5458

一

土 木'投 資 4,822 a1 12,482 85 2ゾ55フ 1〔B 612.5

非 住 宅 建築 15049 2tg ろ5,98フ 24.6 7t875 25.1 55〔18

住 宅 建 築 1ag24 5t7 4a782 55.3 ga672 34.4 521.4

(資 料)建 設省
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② 技術 導 入 の 全盛

わが 国の 建 設機 械 産 業 が比 較的 短期 間 に品 質、 性能 面 にお い て、

国 際水 準 に 達 したの は 、欧米 、 先 進 技術 をい ち はや く導 入 した こ と

に よる もの で あ る。 直 接的 な大 き な イ ンパク トと して は トラク タに

お け る世 界最 大 の 企 業、 米 国 キ ャタ ピラー社、ホ イール トラク タに お

け る米 国 イ ン ター ナ シ ・ナ ル ハ ー ベ ス タ社 の 日本上 陸 に対 し、 品

質、 性 能、 生 産 技術 、 品 質 管理 技術 、 販 売技 術 におけ る国 際競 争 力

の 強化 の ため の技 術 革 新 の時代 で あ った といえ よ う。

他 方40年 代 は 、世 界 的 に建 設機 械 が 油圧 化 とい うひ とつ の技 術 革

新 の なか に あ って、 と くに ヨー ロ ッパ に お け る油圧 化の 傾 向 に対 し、

わ が 国 メー カが油 圧式 シ ョベルについて積極 的 に 技術 を導入 し、 相 次

い で市 場へ の参 入 を 計 った ことである。油圧式 シ ョベル、油圧式 トラ ッ

ク ク レー ンは新 規 機種 と して、 また40年 代 の花 形機 種 と して 画期

的 な ひ とつの 時 代 を形成 す る まで に な った 。

囲 油圧式ショベルメーカ11社 のうち、8社 技術導入

わが 国建 設機 械 メー カの技 術 提 携 の状 況 は参 考 資料1の とお りで あ

る。

川 生産 の 推 移

昭和40年 代の 建 設機 械 の生 産 推 移 は表4-10の とお りで あ

る。 注 目され る こ とは、油圧式 ショベルお よび油圧式 トラッククレー

ンの著 しい成 長 で あ る。
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表4-10建 設 機械 生 産 額 推移

(単 位:100万 円)

年 度

機 種

40 48 伸 び 率

(48/40)生 産 額 生 産 額 構 成 比

装軌式 トラクタ

ホイール トラクタ

油圧式 シ 。ベル

トラッククレーン

(う ち油圧式)

そ の 他

5ス675

11,448

4,947

ぴ598

(一)

5ス607

222,670

6&700

14t708

56566

(4ス558)

1ろ5,035

358

11.0

22.8

91

(z6)

21.5

59

64

2&6

a6

-

3.5

合 計 11a275 622,679 (10α0) 5.5

(資 料)通 産省統計

(2)輸 出の 推移

昭和40年 代 の輸 出の 推 移 は表4-1tの とお りで あ る。

この 時 代 は旺 盛 な る内 需 に 支 え られ て いた こ とか ら建 設 機 械 全体

の 輸 出比率 は10%程 度 の水 準 に と どま って い る。 しか し、恒 常

的 な輸 出拡 大 の ため 、海 外 デ ィス トリビ ュー シ ・ンの展 開 等 を積

極 的 に 推進 し、地 道 な輸 出 努 力 をす すめ た 結果 、 徐 々にわ が 国建

設 機 械 の商 品 ブ ラン ドも発展 途 上 国 向か ら先 進 国 へ と浸 透 しは じ

め た 時代 とい え る

表4-11建 設 機 械 輸 出 実 績(単 位:億 円)

歴 年

機 種 名

40 48 伸 び率

4畝o陶輸 出額 % 輸 出額 %

装 軟 式 ト ラ ク タ

ホ イ ー ル ト ラ ク タ

シ〔ベル(油 圧 機 械)

そ の 他

合 計

132

1

25

25

t79

75

1

13

15

1000

553

13

85

87

ア56

ア5

2

11

12

10α0

42

・11 .8

56

57

41

輸 出 比 率 ㈲ 152 11.7

(資 料)通 関統計
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(3)建 設機 械 産 業 の 高度 成長 期 に おけ る情 報

建 設機 械 産 業が 高 度成 長 を達成 した 昭和40年 代 におけ る 情 報

は海 外 情 報 を含 む量 的 に も質 的 に も彪 大 な もので あ った 。

この時 代 の基 本 とな った情 報 は マク ロ情報 と しては 前項 で述 べ た

とお り、 直接 的 な要 因 と して の ① 建 設工 事 量の 増大 、② 新 技 術

の 開発 や 新技 術 の 外 国 か らの 導入、であった。 しか し他 方 、 ミク ロ

情 報 と して 販売 市 場 におけ る情 報 が建設 機 械 産業 と して の 発 展 の

た め きわ め て 重要 な 情報 と して 位置 づ け られ る。 ミク ロ情 報 と し

て 次 の もの が重 点 情 報 と して あげ られ る。

① 需要 予 測

昭 和30年 代 後 半 米 国 よ り導 入 さ れた 計 量経 済学手 法 に よる需

要 予測が 昭和40年 代 に 開 花 した といえ よう。

す なわ ち業 界 単位 と して も、 また 個別 企業 におい て も経 営 計 画

の 一 環 と して 、短 期 、 中期 あ る い は長期 の需 要 予測 を行 い 、供 給

者 側 と しての 設備 投 資や 量 産 体 制の 確立 を積 極 的 に推 進 した 時 代

で あ った。 建 設機 械 業 界 にお い て も、 この予 測 手 法 を導 入 し、 と

くに需 要業 界の 動 向 す な わ ち市 場 にお け る保有 台数 等 の 概 念 を変

数 と した 高 度 な需 要 予 測 を行 った。

これが基 本 的 には 業 界協 調の ひ とつ の柱 とな った。

② 市場 ニー ズ の 多様 化

建 設工 事 量 の増 大 、 高 速 道路 、 新幹 線 工事 、 大型 民 間設 備 投 資 、

高層 ビル等 大 型建 設 工 事 に お け る施工 技術 の 高度化 等建 設 機械 産

業 に対 す る市 場 ニー ズが ま さ に多 様化 した 時代 であ った 。 した が

って建設 機 械 メー カ と しては 、 この よ うな多 様化 した 市 場 ニー ズ・

す なわ ち個 別 企業 と して 、 また 企 業 間の 競 争 条件 と して、 これ ら

の ミク ロ情 報 をい か に速 く、 い か に適 確 に把 握 す るか が きわ め て

重 要 で あ り、建 設 機械 産 業の 本 格 的情 報化 時 代の 幕 あ け で あ った

といえ よ う。 また これ が わ が国建 設機 械産 業 の個 有 の 国産 技 術 の

開 発 等技術 発展 の 大 き な動機 とな った。 ミク ロ情 報 と して、 特 に
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重要 な もの は 次 の よ うな もの で あ った とい え る。

。日本 的風 土 、 土 質 に適 合 した技 術 改 良

(例)湿 地 ブル ドー ザ、 関東 ロー ム層に適合 したア タッチ メ ン ト

の 開 発 等

。建 設 労 務 者 の 不足 、 オ ペ レー タ不 足

傍》 建 設工 事 にお け る機械 化 率 の 促進 、安 全性 、操 作性 、 居

住 性 の 向 上等

。建 設 工 事 の生 産性 向 上

Cftl[D建 設 機 械 の大 型 化 と小 型 化 、 経 済 的 な機 械 の使 用 方 法等

。新 技術 の 開 発

(σ》 海 洋 開発 等 に対 応 し、 無 人 水 中 ブル ドー ザ、 水 中パ ワー

シ ・ベ ルの 開発 、 本 四 橋基 礎 工事 用機 械 の 開 発等

。無 公害 化

(梛 低 騒 音 、低 振 動建 設 機 械 の 開 発等

。建 設 工 事 の シス テ ムイヒ

(⑳ 各 種 建 設機 械 の 経済 的 組 合せ に よる建設 工 事 の エ ン ジニ

ア リン グお よび シス テ ム化

⑤ 流 通 の近 代 化

昭和40年 代 は旺 盛 な需 要 に 支え られ た た め、 わ が 国建 設 機械

産 業 は 生 産 体 制 の強 化 と近 代 化 に 重点 が お か れ て いた。 した が っ

て流 通 部 門 の 近代 化 は 生 産部 門 に 比べ て立 遅 れ て いた こ とは否 め

なレ、。

他 方 、 この よ うな短 期 間 にお け る供 給 体 制 の量 的 拡 大 は一 方 に

お いて は 当 然 企業 間の 販 売競 争 の激 化 を招 く結 果 とな った。 した

が って 個 別 企 業 と して は 次の 分 野 につ い て 流通 の近 代 化が 促 進 さ

れ た。

⑤ セー ル ス チ ャネル の強化

わ が国 の 建 設 業 の総 数 は約45万 程 度 で あ り、 その うち資 本

金5,000万 円以 上の 企業 は わ ず か1%を 占め るにす ぎず 、 大

部 分 は 中小 企 業 に よっ て 占め られ て い る典 型 的 ピラ ミッ ト型 産

業 で あ る。
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した が って、 建 設 機 械 メ ー カ と して は販 売競 争 の 激化 に加

え 、 ピラ ミ ッ ド型 を形成 して い る需 要業 界の 特性 か ら、末 端 建

設 業 者 が徐 々に 市場 を構 成 して きた こ とか ら全 国に散 在 す る ユ

ー ザに 販 売 を 促 進 す べ く販 売 チ ャネルの 強化 が 促進 され た
。

ま た、 これ が この 時代 の 情報 管 理 面 にお い て貴 重 な存 在 とな っ

た。 す なわ ち販 売 競争 の 激化 は 最終 ユ ー ザ の 購 入 情 報 が 企 業

と して もっ と も価値 あ る情報 と位 置 づけ られ る時 代 で あ った。

⑤ サ ー ビス チ ャネルの 強化

建 設 機 械 の 使 用条 件 は、 作業 そ の もの が重 作業 で あ る うえ に

現 地土 質の 変化 や荷 役、 運搬 対 象物 の形 状 、重 量 の差 異 が 大 き

く、 きわめ て 苛酷 な条 件下 で 使 用 され る。

稼 動 地 が た とえ ど こで あ って も、機 械 が支 障 な く稼 動 し、 性

能 を発 揮 し続 け るた め、 部品 供 給 、 サー ビスが 迅速 か つ 円 滑 に

行 なわ れ る こ とが市 場 サ イ ドか ら強 く要求 され た。

この よ うな建 設機 械 の ア フ ター サー ビスは 、 サー ビスそ の もの

が 製 品 の一 部 で あ る と見 な され る程 の 重 要性 を も って い る。

建設繊 業界としては、大量生産 大量販売の時代に和 で

財 の特 性 と して、 この サー ビス チ ャネルの 強イヒが 、 セー ルス チ

ャネル と並行 して推 進 され た。 また 、 これ が この 時代 に おけ る

企 業 間 競争 の重 要 な決め 手 で もあ った。

この よ うなサー ビス チ ャネルの 強化 は 他 方 にお いて は技 術 情

報 収 集 の た めの 重 要 なチ ャネル であ った 。 す なわ ち、 建 設機 械

の 故 障 や 修理 に 関 す る情 報の 背 景 は 、 ユー ザ側 にお け る使 用 条

件 や 作業 環 境 お よび オペ レー タの技 術 水準 等 自社 ブ ラン ド製 品

の 技 術 改善 等 高度 品質 、性 能 向上へ の 貴重 な情報 であ った。

◎ 販 売 金融 と債権 保 全

わ が 国の 建 設業 者 の大 半 は 中小 企 業 に よ って 占め られ て い る

こ とか ら、建 設機 械 の取 引 条 件は 割 賦 販売 が商 慣 習化 され た 。

した が って メー カサ イ ドと し て は 大 量 販 売時 代 に お い て、 こ
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の割 賦販 売 金 融 が 巨額 に達 した。 昭和40年 代 はわ が 国 経済 の

高度成 長 期 であ った こ とか ら、 民間 資 金 は 常に不 足 して い たの

で、 国 内お よび 外 国 に おい て 運転 資金の 調 達 に 関す る情 報収 集

も きわ めて 重 要 で あ った。

他 方 、 メ ー カ の 販 売 競 争の 激化 は 必 然的 に 割賦 期 間 の長 期

化 を招 く結 果 と な った。 この 割 賦期 間 の長 期 の販 売 先 の 多 くが

中小 企 業 に よ って 占め られ てい た こ とか ら、 債権 の 保 全が 大 き

な問 題 と な った 。 もちろ ん取 引 条 件 と して は売 主 側が 割 賦期 間

完了 まで所 有 権 留 保付 で あ った が 、建 設 機械 は財の 特 性 と して

建設 現 場 を次か ら次 へ と移 動 す る こ とお よび不 況 時 に は建 設 業

者 に倒 産 が 多 くみ られ た とお り、 メー カ サ イ ドと'して は 販 売

物 件 ご との債 権 保 全 の た め の情 報 管理 が きわ め て重 要 で あ った.

⑥ 下取 中古 車 の増 加

建 設機 械 の 市場 に お け る保 有 台数 の増 加 お よび 販 売 競争 の 激

化 か ら必 然 的 に中古 車 の 下 取 りが増 加 して きた。

他 方 、 ユ ー ザ サ イ ドと して も建設 機械 の技術 進 歩 が 目ざ ま し
'
か った こ とか ら新 車 に 買換 え る こ とに よ り稼 動 率 を高 め る等 の

市場 要請 もあ った 。

メ ー カ と して は 新 車 販 売の 有 力セー ルス プ ロモ ー シ ・ンの

手 段 と して 中 古車 の下 取 りを積 極 的 に推 進 した こ とに よ り流 通

部 門に 大 きな混乱 が 生 じた。 そ れ は 中 古車 の 高取 りとい う現象

で あ った。 そ れ は 割賦 販 売 にお け る頭 金 充 当 と しての 中 古車 の

高取 りで あ った。 業 界 と しては 加 速度 的 に増 加 した下 取 り中 古

の 整備 と再 販 が発生 し、 中古車管理、販 売 に 関 す る情報 管 理 が 大

きな課 題 とな った。
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表4-12下 取 りに よる中古 車 発 生台数

(単 位:台)

年度
機 種

48 49 50 5層1 52

ト
出荷 台数 3改858 24,246 23,570 2ag70 2α854

ラ

ク
下取 率 協 60 80 80 80 75

タ 中 古 車 22,115 1959ア 1a856 1ぴ776 15,641

油
圧
出荷 台数 1ス688 14,560 1ぴ440 16,294 2t301

式
シ 下 取 率 ⑳ 40 50 60 60 50
ヨ

; 中 古 車 ス075 ス180 免864 g776 1α650

油ク 出荷 台 数 5,705 2,409 1,868 1,890 2,003
圧ク

式 レ

ト|
下 取 率 ㈱ 50 80 80 80 70

ラ ン
ツ 中 古 車 t852 1,927 1,494 /512 1,402

計
中 古 車
発生 台数

3/402 2a504 5q214 2ao64 2ス695

(資 料)産 機 工

$

(4)政 府 施 策

昭 和40年 代 にお け る政 府施 策 と して も っ と も効 果 の 大 きか っ

た情 報 は 「第5次 機根 法 」にお け る土 木 建 設 機 械製 造 業 の合 理 化

計 画 の 「生 産 品種 調 整の 実 施 」と 「割 賦販 売 条 件の正 常化 」に関

す る共 同 行 為の実 施 で あ った 。

第1次 、第2次 機 根 法 は主 に生 産設 備 の 合 理 化、近 代化 に重 点 が

おか れ て い た。 第3次 機根 法 に お い て はは じめ て流 通 の近 代 化 が

取 りあげ られ た。

〔生 産 品種 調整 に 関す る共 同行 為 〕対 象 、 パ ワー シ ・ベ ル、 ホ イ

ー ル トラク タ

建 設機 械 産 業 が旺 盛 な国 内需 要 を背 景 に 高 度成 長 した ため 、 外

国技 術 の導 入 に よる新規 企 業が 続 出 した。 こ のため機 振法 の大 き

な柱 で あ る国 際競 争 力の 強化 の た め の 高度 化 計 画、 す なわ ち建 設

機 械 産 業 の 発展 が 阻 害 され る懸 念 が生 じた こ とか ら、 企 業単 位 の
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生産品種の調整 を行い、生 産 ロ ットの拡大 に よる国際競 争力の強

化へ の業界協調 を行 った。

〔取引条件に関す る共同行為 〕

建設機械の取引条件が割賦販売が商慣習化された ものの割賦販

売条 件が大 き く混乱 したため、頭金率、割賦期間、金利等につい

て業界統一の基準 を作成 し、取引条件 の正 常化 を計 った。他方、

中古車の下取 りが増加 して きた ことか ら頭金充 当 として中古車の

高取 りが行 なわれ る ようにな り、また取引条件が混乱 した。そ こ

で業 界 としては中古車の高取 りを防止すべ く自動車業界が実施 し

てい る中古車の査定基準 を建設機械業界で も作成 することで合意

に達 した。既に48年 以 降 この基準で査定 を行い公正取 引へ の努

力を行 なっている。

4・ 建 設機 械 産業 の成 熟期(昭 和50年 代)

(要 約)

。長 び いた 不況

昭和50年 代 初 期 の建 設機 械 産 業 は 昭和48年 の 石 油 シ ・ック以

降 内 需 の停 滞 を輸 出 の 拡 大 に よ っ て カバ ー して きた 。 と くに40

年 代 後 半 か ら50年 代 は じめ にか け ては、 わ が 国経 済 の 長期 不 況 か

ら民 間設 備 投 資、 公 共 投 資 の停 滞 に よ り、 建 設機 械 産 業 もその 影 響

を大 き く受 け て、 創 業以 来 は じめ ての 深刻 な不 況 を経 験 した。

。輸 出産 業 へ の転 化

しか し業 界 と して は長 び く不 況下 に あ って 、輸 出 の拡 大 に努 力 し、

産 油 国、 共 産 圏 を 中心 に輸 出が 急 増 した こ とか ら建設 機 械 産 業 も本

格 的 な輸 出産 業へ 転 化 した 時代 で あ った とい え よ う。

。国 内市 場の 飽 和 と製 品 ライ フサ イ クルの 成 熟期

わが 国 建設 機 械産 業 の短 期 間 に おけ る高度 成 長 は必 然 的 に 国 内 市場

に お け る資本 ス トックの 増 加 を もた らす結 果 と な っだ。

と くに建 設 工事 の基 幹 機 械 と して の トラク タ、ホイール トラクタ、パ ワ
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一 シ ・ベ ルはほ ぼ 工 事 量 に 見合 うス ト
ソク とな り、新 規 需 要が 停滞

し、 建 設機 械 の 製 品 ライ フサ イク ル もほ ぼ成 熟 期 の時 代 に入 って き

た とい え る。

。公共 投 資 の影 響 一 油圧 式 シ ョベル全 盛 時代 へ

わ が 国建 設 機械 の 成 長 の 背景 は 旺盛 な民間投 資 に支 え られ て きた 。

石 油 シ ・ソク以 降 は 長 び く不 況下 に あ って、 民 間 設備 投 資 が著 し く

低 迷 した こ とが直 接 的 に 建設 機械 産 業 に長期 不 況 を もた らす結 果 と

な った 。

他 方政 府 は 不 況対 策 と して公 共 投 資 を積 極 的 に拡 大 した こ とに よ

り、 建設 機 械 市場 も急 速 に好 転 し、 なか で も油圧 シ ・ベ ル は新 規 機

種 と して、 また汎 用 機 種 と して史 上 最高 の生産 量 を記録 し、 単 一 機

種 と しては 、 常時 首位 の 座 に あ った トラク タ を追 い越 し、 トップの

地 位 を 占め る に至 った 。 また長期 不況 下 にあ って、 建 設 業 等 も機 械

の 買い 控 え あ るい は減 車 対 策 を行 った こ とに よ り、 短期 間 にお け る

建設 工事 量 の 増 大か ら、 建 設機 械 全 般の需 要 が 高 ま って きた 。

この よ うに50年 代 初 期 に おけ る建 設機械 産 業 は公 共投 資 主 導 型

の政 府経 済 政策 の 影 響 を受 け、 わ が 国経済 の長 期 不 況下 に あ って 、

比較 的速 く不 況 を脱 出 し、 昭和55・ 年 に は約1兆 円の 生 産 規 模 に 達

しよ う と して い る。

。安 全化 、 無 公害 の促 進

建 設 工 事 の省 力化 の 推進 、 環境 保 全 と公害 規 制 の強 化、 安 全化 、

規格化の推進等建設 機械産業に も新 しい情報と しての社会的要請が

近 年急速 に高 ま って きて お り、 これ らへ の対 策 と して の 研究 開 発、

業 界の規 格 統一 等が 新 しい 要 素 と な って きてい る。

川 建 設機 械 生 産 の推 移

わが国産業機械産業の中にあって、その生産の約10%を 占める建設機械

産 業 は これ まで他 の 産 業 に比 べ て非 常に 高水 準 の成 長 を とげ て きた。

しか し、 昭和48年 の石 油 シ ・ ックを契機 と して、 日本経 済 は従

来 の高 度成 長 か ら低成 長 へ と大 き く転 換 し、 長期 不況 を経 験 す る こ
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とに な った 。 この よ うな状 況下 に あ って、 建 設機 械 産 業 も深 刻 な影

響 を うけ、 建 設 機械 の 内需 は低 迷 を続 け たが 、 各企 業 の 輸 出 拡大 努

力 に よ り、 内需 の 減 少 を カバー して きた。 しか しなが ら52年 下 期

以 降 にな る と、 活発 な 公 共投 資 の影 響 を受 け油圧式 パワー ショベルの

伸 びが 著 し く52年 には 建 設機 械 の生 産 は7,400億 円 を こえ 、過

去 最 高 の生 産 実績 を示 した。53年 も引 き続 き好 調 で 約1兆 円の 生

産規 模 に達 し よ う と して い る。

機 種 別 生産 状 況 をみ る と、 これ まで 全生 産の50～40%を 占め、

第1位 の 座 に あ った装 軟 式 トラク タに代 り、 昭和51年 以降油圧 式シ

・ベ ル の生 産 拡 大 に よ り掘 削機 が第1位 とな った。

図1建 設機械生産実績推移
(億 円)
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② 建 設 機 械輸 出の 推 移

建 設 機械 産 業 の 生 産体 制 は 高度 成 長期 には、 国 内需要 中心 の量 的

拡 大 に よ って維 持 さ れて きたが 、 石 油 シ ・ック以 後の 内需 の急 減 に

直 面 し、各 企 業 は輸 出の 拡大 に積 極的 に 乗 り出 し、生 産体 制の 維 持

をはか った。 そ の 結 果 昭和48年 まで10%前 後 で推移 して いた輸

出比 率 は急 速 に 高 ま り、 昭和51年 に は、44%に 達 した 。

52年 に は、37%程 度 の高 い輸 出 比率 とな っ てい る。 輸 出適 合 機

種 の開 発 、 海外 販 売網 の整 備 等輸 出努 力 を行 うこ とに よ り、 輸 出産

業へ 転 化 した。

図2建 設機械の輸 出実績お よび輸出比率
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この よ うな輸 出の拡 大 の主 役 をつ とめて きたの は 、 トラク タで あ っ

た。 トラク タは長 年 の輸 出実 績 と競 争 力 の強 さか ら建設 機 械 輸 出の

約2/5を 占め先 行 的 に 高い 輸 出比 率 を維 持 して きたが、 昭 和49年

以 降 国 内 需要 の 落込 み か ら約40%と 高い 輸 出比 率 とな った。
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ホ イール トラクタは国際 分業 体 制 の確 立に伴 い輸 出比率 が 上昇 し トラ

ク タ とほ ぼ 同 じ水 準 に あ る。

油圧式 シ ョベルは技術提 携 に よる輸 出地 域 の 制約 もあ り輸 出比率 は低

い 状 態 に あ る。

この よ うに機 種 別 にみ る と、 各 製 品 の もつ 背景 、発 展過 程 の 相違 か

ら輸 出比 率 の 動 きに 違 いが あ るが 、建 設機 械産 業 全体 と しては 輸 出

の 拡大 の 方 向へ と進 ん でい る。

図3機 種別輸 出比率
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(3)建 設機械産業の成熟期におけ る情報

昭和50年 代のわが国建設機械 産業の安定成長のための課題 と情

報は概略次の諸点に要約 され よ う。す なわち国内的には国内市場飽

和 状態対策、外的には本格的な国際化 時代への対策 としての よリ ミ

ク ロな情報が重要 となろ う。
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① 国 内 市場'

⑤ 国 内 市場 の飽 和 と製 品 ライ フサ イ クルの成 熟期

。内 需の 動 向

内 需の動 向 は 図4に 示 す とお り、 トラク タの 著 しい 減少 傾

向 に対 し、 油圧式 ショベルが近年著 しい増 加 を示 して い るの が

特 徴 で あ る。

図4主 要機 種国内 出荷台数推移
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。国 内市 場 規模 と機 種 別成 熟度

国内の建設機械 の稼動台数 は装軌式 トラクタ約16万 台、ホイー

ル トラクタ約5万 台、パ ワー.シ ・ベ ル約10～11万 台 とい わ

れ て い る 。 図5は 主 要 機 種 の 国 内 市場 規模 と製品 別 の 市 場

成 熟 度 をみ た もの で あ るが 、 マー ケ ッ トの一番大'きか った 装
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軌式 トラクタ(積 込機)は 最盛 期 の 半分 以下 、 また ブル ドー ザ

も大 き く落 込 み衰 退 期 の 製 品 に な っている。ホイール トラクタ

は 成 熟期 。 現在 公 共 投 資 関連 で需 要 の 伸びの著 しい油圧式 シ ョ

ベ ル も成 長 後 期か ら成 熟 期 に移 ってお り、 今 後 国 内に お け る

建 設 機 械の 需 要 は停 滞 す る もの と予測 さ れ る。

図5国 内市場規模 と製品別成熟度
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⑤ 公 共投 資 の動 向

政 府 が石 油 シ ・ック後 の 長 期 不 況 に対 す る景 気 浮揚 策 と して、

公 共 事 業 を柱 と した 予算 を編 成 した の は 昭和51年 度 か らであ

る。 そ の 後の 活発 な公 共投 資 の影 響 で、 下 水 道工 事 等 環境 整 備

を中 心 とす る都 市型 土 木 建設 工事 用 の パ ワー シ ・ベ ルの需 要 が

増 加 して い る。 これ は 日本 の 道路 舗 装率 、下 水道 普 及 率 等主 要

な社 会 資 本 ス トックの 整 備 水 準 が欧 米諸 国 に比 べ て大 き く立 遅
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れ て い る こ とか ら、公 共投 資の 内容 が従 来 の 産業 基 盤 整備 か ら

生 活 関連 へ と重 点 配 分 され、 都 市型 工事 が 増 加 した 結 果 で あ る。

また、 公 共 工 事 が生 活環境 整 備 主体 とな った こ とか ら発注 が地

方 主体 とな り、 中小 建 設 業者 に対 す る不況 対 策か ら小 規模 工 事

が増 加 して い る。 この こ と も、油圧式 シ ョベル等小型機 種 増 加の

一因 とな っ てい る
。 小 型機 種 分 野で は従 来 主 と して 農 業機 械 メ

ー カが 市 場 を掌握 して い たが
、 次第 に建 設 機械 メー カが 主 流 製

品の 低 迷 か ら、 この 分 野 に参入 しつ つ あ る。 この よ うな生 活 環

境 整 備充 実 の 方 向は 、最 近 の 第三 次 全国 総合 開発計 画(三 全 総)

にお い て も示 され て お り,今 後 と も継 続 す る と予想 され る。

表4-13社 会 資本 整 備水 準の 国 際 比較

国 名

項 目
日 本 ア メ リカ イ ギ リス 西 ドイソ フ ラ ン ス

道路舗装率 紛 54.5 476 965 842 890

1000人 当り舗装

道路延長(励
53 14.4 6α 64 151

下水道普 及率
輸
(1975)
23
(1968)

71

(1970)
94

(1972)
79

(1963)
40

都市公園一人当
り面積(㎡)

(東 京)

1.6

(ワ シン トン)

45.7

(ロ ン ドン)

3〔14

(フ ランクフル ト)

15コ
一

(資料)建 設統計要覧

57



図6公 共事業の 内訳推移
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◎ 中 古車 流 通 の 促進

国 内市 場 に おけ る建 設機 械 の成 熟 度 と新 車 販 売 の ため の 主要

建 設機 械 の 下取 率 の 上 昇 に よる中古 車 の増 加 対 策 と して、 中 古

車 流通 の近 代 化 と合理 化へ の 情報 管理 が 重要 で あ る。

。中 古車 流 通の 実 態

④ 中 古 車 の仕 入

中古 車 の仕 入 は普 通① メー カお よびそ の 系列 デ ィー ラに

よる もの ②専 門業(国 内業 者 、輸 出業 者)に よる ものの

2つ に大 別 され る。 なお 昭和52年 に 産 機工 中古 車 輸 出調

査 委 員会 が行 った 中 古車 の実 態 調査 に よれ ば 、 中 古車 の仕

入 れ お よび 販 売 台数 、仕 入 お よび再 販 の 経 路 は 、次 の とお

りで あ った。

中 古車 仕 入 台 数 … …昭 和51年 度 の推 定 実 績

国内ユーザ→メーカ(メーカ系列ティーラ)29.120台75.1%

〃 → 国内業者、集荷業者ag30台25.1%

〃 → 輸 出 業 者590台1.8%

総仕入れ台数3a730台100%
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■

中古 車 の仕 入 れ は、 お よそ75%が メー カまたは そ の系 列 デ

ィー ラに よって行 われ るが 、 これ は 主 と して新 車 販売 時 に お

け る 中古 車 の下 取 りに よる もの であ る。 また ユー ザ よ り、 直

接 国 内業 者 に入 る ものが25%、 輸 出業 者 に入 る もの が2%

と方 って い る が これ らは 中古 車 の専 門業 者 に よる 中古車 市場

にお い て 市場 性 の 高 い人 気機 種 の 買取 りに よる もの であ る。

◎ 中 古車 販売 台 数

また 、 同調 査 に よれ ば 仕入 れ られ た 中古車 の うちス ク ラ ッ

プ ダ ウ ンされ る もの はわ ずか に5.5%で あ り残 りの96.5%

は 再 販 され てい る。 そ の う ち最 も多い機 種 が、 装 軟式 トラク

タで あ り中 古 車販 売 総数 の うち50%を 占め、次いで油圧式 シ

・ヨベル27% 、 ホ イール トラク タ12%、 油圧 式 トラ ック ク

レー ン6%の 順 とな って い る。 ま た 中古 車 の再販 売 先 と して

は 、 国 内 で販 売 され る もの 約3万 台(80%)輸 出 され る も

の 約2千 台(20%)と なって お り、 これ は国 内向 新 車販 売

台 数 約4万 台 の お よそ75%、 輸 出向 新車 販売 台数1万3千

台 の お よそ55%に あた る高 い水 準 とな っ ている。

表4-14機 種 別 、 中古 車 販 売台数 お よび 新車 出荷 台数

A:中 古車

国内販売

台 数

B:中 古車

輸出台数

C:合 計

(A十B)

輸出比率

(B/C)

新車出荷台数

国 内 輸 出

装 軟 式

トラクタ

ブル ドーザ 6,279 2」86 a465 26%

}15734 }ス346
積 込 機 a564 1,359 ggn3 14

ホ イ ー ル ト ラ ク タ 3,027 1,502 4,529 35 ス2ろ6 2,730

油 圧 式 シ 。 ベ ル ag97 1,038 10055 10 16,294 954

ク ロ ー ラ ク レ ー ン to54 409 1,463 28 654 271

油 圧 式 ト ラ ック ク レ ー ン 1,766 466 2,232 21 1,890 /852

機 械 式 ト ラ ック ク レ ー ン 458 315 771 41' 一 一

合 計 3〔1145 ス255 5ス398 19 39808 15,115

囲 中古車販売台数は51年 度の推定実績
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◎ 中 古車 流 通 経 路

昭和51年 度 推 定 中古 車3万7,000台 の 流 通 チ ャネル別

の 販売 高 は次 の とお りで あ る。

a国 内

メー カ(メ ー カ系 列 デ ィー ラ)→ 国 内 ユー ザ

メー カ → 国 内業者

国 内 業者

b輸 出

メー カ

メー カ → 輸 出業者

輸 出業者

→ 国 内 ユー ザ

}
→ 国 内ユー ザ

→ 海外輸入業者

一一〉 〃

}
→ 〃

65%

35%

8%

92%

国 内 にお い て は、 そ の2/3が メー カお よび その 系 列デ ィー

ラを通 じて 、新 車 の セー ル ス ネ ッ トを通 じて販 売 され てお

り残 りの1/5が 中 古車 の専 門 業 者 の手 に よって販 売 され て

い る。 ま た、 輸 出に おい て は そ のほ とん どが 輸 出業 者 を通

じて海 外 に 販 売 され てい るのが 実 状 で あ る。 したが って 、

今 後 ます ます 増 加 して い くと想 定 され る中古 車 に対 して、

国 内の 中 古車 市 場 の 確 立 を急 ぐと同時に海外におけ る中古車

市場 の 拡 大 が きわめ て重 要課 題 と な って こ よ う。

e中 古車 輸 出の拡 大 と業 界 体 制の 確 立

中古 建 設 機 械の 輸 出台数 は 前述 の ように 昭 和51年 に おい

て 約 ス200台 で あ り、 中 古車 総 販 売 台数 の20%に あた り、

そ の後増 加傾 向に あ る。

輸 出の 大 部分 は メー カが介 入 して い ない ため にそ の実 態 が 明

らかで なか ったが 、 今 回 の調査 結果 に よれば 、 中 古車 輸 出の

80%は 東 南 ア ジア 向け であ り、 輸 出 され る中古 車 の 品質 に

つ い ては 現 地の 状況 に よ り相違 が あるが、 総 じて 品質 に対 す

る要 求 が 厳 しい こ とが 明 らか に な った。 今後 中 古車 の下 取 り

が 一層 増 加す るこ とが 予 想 され るに あ た って、 国 内流通 ネ ッ
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トの整 備 とと も に発展 途上 国 を中心 に、 中古車 市 場 を拡 大 す

る と同 時 に輸 出 中古車 に対 す る 品質 、部 品 供給 の サ ー ビス体

制 の確 立 と強 化 が望 まれ る。

④ 社 会 的 ニー ズ の 多様 化

近 年 、建 設機 械 産業 に 対 す る社 会 的 ニー ズ も多様 化 しか つ 高

度化 の 方 向 に あ る。 業 界 と して は これ らの ニー ズ が貴 重 な 情 報

とな り、 国 内需 要 の停 滞化 傾 向 の なか に あ って、 今 後 新 しい ニ

ー ズ に対応 した キ メの細 か い 企 業戦 略 が要 求 され る時 代 と な っ

て きてい る。

当 面社 会 的 ニー ズ と して次 の 部 門 につ い ての 要請が 強 くな っ て

きて い る。

④ 建 設 工事 の 省 力化の 推 進

主 要 需要 先 で あ る建 設 業 界 に お いては 、 熟練 労働 者 の 不 足

と高令 化 が問 題 に な ってお り、 この 結果 、 省力化 、 機 械 化 へ

の ニー ズが 強 い 。 また機 械 の 操 作性 、居 住性 の 向上 お よび 作

業 環 境の快 適 化 に対 す るニー ズ も強 く、 こ うした点 に対 応 す

る機械 の 開 発 が進 め られ て い る。

表4-15技 能 労 働 力不足 状況

不 足 数(千 人) 不 足 率 ㈲

49年 50年 51年 49年 50年 51年

建 設 業 504 1ア1 195 288 11.5 12.9

製 造 業 831 506 509 12.1 Z6 ao

(資 料)「 技能労働者需給状況調査結果報告 」
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表4-16 建設業における年令別就業者数

(単位:万 人)

＼ 総 数
15～

19才

20～

29才

30～

59才

40～

54才

55～

64才

65才

以 上

48 467 17 125 125 141 46 13

51 492 12 127 127 165 46 15

(資 料)総 理府労働力調査

◎ 環境 保 全 と公害 規 制 の 強化

近 年 特 に 、 社会 的 問 題 と して と りあげ られ て い るの が、 公

害の問題 であ り、機械化 施 工 に よ る建 設工 事 にお いて 発生 す る

騒音 、 振 動 、濁 水 等 は 、周 辺 住 民 の反 対 、 あ るいは 環境 保 全

の観 点 か ら して も、 大 きな問 題 と して と りあ げ られ る。 さ ら

に これ らの 要 因 は建 設 工事 の 効 率化 を阻む 主要 因 と もな って

い る 。 図7は 公害 に 対 す る苦情 件 数 であ るが、 苦 情 の うちで

最 も多数 を 占め て いる のが 騒 音、 振 動 で あ る。 この よ うな騒

音 、 振 動 問題 の 高 ま りに対 して、 業界 と して は低 騒音 、 低 振

動 工法 の開 発 、 低 公害 対策 機 械 の 開 発、 濁 水処理 装 置 の開 発

等 を積 極 的 に推 進 して い る。

図7公 害苦情件数の推移
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◎ 労 働 災 害 の増 加 と規 格 化 の 推進

建 設工 事 の 大 規模 化 に伴 って、 トラク タ、 パ ワー シ ・ベ ル

トラ ック ク レー ン等建 設機 械 に よる労 働 災害 は数 多 くあ り、

そ の事 故 の 内 訳 をみ る と、 建 設機 械 自体 の転 落 、転 倒 、 激 突

とい った 事故 が 多 い。 これ らの 発生 事故 は操 縦 装置 の誤 操作 、

安全装置の不備 に起因することが 多 く、建設機械の安 全化 は

大 き な問 題 とな ってい る。 わ が国 の建 設 機械 の 多 くが外 国 主

要 メー カ との技 術 提 携 か らス ター トした とい う発展 過 程 に 端

を発す る、 メー カに よって操 作 レバー の位 置 、 操作 方 向 な ど

が 異 な る とい った点 が、 作 業 者の 誤 操作 を招 き、 事故 発 生 の

原 因 と な って い る。 これ に対 し、 業 界 と して は、建 設 工 事 の

の安 全化 の 一環 と して、特 定 電子 工 業 お よび特 定機 械 工 業振

興 臨時 措 置 法(機 電 法)の 土 木 建 設 機 械 製 造 業 高度化 計画

に沿 しぺ 四輪 駆 動 式 トラク タ(ホ イール トラク タ)お よび パ ワ

ー シ ・ベ ルの 駐 車 ブ レー キの取付け
、 トラクタ運転時 の 運 転 者

保 護 装置(ROPS)の 規格 化 に つい て の 「規 格 制限 カ ルテ

ル 」を実 施 し、建 設 作 業 の安 全化 を推 進 してい る。 また 労働

安 全衛 生 法 に基 づ き作 業者 の 安 全 性 を確保 す るた め の技 能研

修 を実 施 し、 さ らに 「車 輌 系 建 設機 械構 造 規格 」に基 づ き建

設機 械 の 原 動機 、 動 力伝 達 装 置、 走 行装 置 、 作 業装 置 、 ブ レ

ー キお よび操 縦 装 置 に 関す る規 格 化を 推 進 してい る
。
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表4-17建 設機 械 に よる死 亡 事故 発 生 件数(昭 和49年)

事故の型

建設機械
の種類

墜落 ・

転 落
転 倒

飛来 ・

落 下
激突され

は さ ま
れ、巻 き

込 ま れ

その他 合 計

整 地 ・運 搬
積 込 用 機 械

123 28 7 24 55 18 255

掘 削 用 機 械 13 2 17 11 25 6 74

基礎工事用機械 2 0 10 4 7 6 29

締固め用 機 械 4 1 0 0 15 0 18

そ の 他 7 1 0 0 2 5 15

合 計 149 52 54 59 102 53 389

(資 料)産 業安全年鑑

⇔ 建設 機 械 検 査 制 度 の充 実

油圧式 ショベル、 トラク タ等 の安 全性 を向上 させ る ため 、 昭

和47年 に定 め られ た 労働 安 全衛 生 法 に よ り車 輌 系建 設 機 械

は 、運 転技 能 有資 格 者 で な けれ ば運 転 で きな い制 度 が つ くら

れ 、 同時 に 機 械 の定 期 検 査 を行 うこ とが 義 務 づ け られ た。 さ

らに 同法 の 改 正 に よ り、 毎年1回 有 資格 の 検査 員 に よる機 械

の 整備 点検 が 義 務 づ け られ たが 、 全国 に 約30万 台 あ る とさ

れ る建 設 機械 に対 し、検 査 員は2万5,000人 にす ぎず 、 そ

の不 足 が心 配 され るが 、 これ に対 し、 建 設 機械 メー カ、 ユー

ザ 、 サ ー ビス業 者 が一一体 とな って、53年 に 「建 設 荷役 車 両

安 全技 術協 会 」 を設立 し、検 査 員 の養 成 を図 り検査 制 度 の 充

実 を 図 ってい る。

② 本 格 的 国際 化 時代 の 到 来一 品質 、 性能 、 価 格 と も国 際水 準 へ一

わが 国経 済 の 長 期不 況 に よる内需 の低 迷 期 に、 輸 出拡 大 へ の努

力お よび産 油 国、 共産 圏 を中心 に した旺盛 な建 設 機械 の 需 要 を背

景 に して 、 著 し く輸 出が 増 加 し、 輸 出 比率 が30%を 上 回 る水 準

に 達 した。 もち ろん輸 出の 拡大 は この よ うな要 因 は あ る ものの 、

基 本 的 に は、 トラク タにみ られ る よ うな不断 の 輸 出へ の 努 力の 成
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果 と して評 価 す べ きで あ る。

ま た業 界 と しては 、 常 に国 際 競 争 力強 化 を 目標 と して、 品質 、 性

能 の 向上、 お よび 生産 性 の 向 上 等へ の努 力が 今 日世 界的 水 準 に お

け る わが 国建 設 機械 産 業 の 位 置 づ け を確立 した とい え よ う。

図8日 米の製品価格比較(昭 和50年)

一 日本製品 を1と した時の米国製品の指数一

1.01.52.0

ホイ ール トラクタ

(バケ ット容 量tO～2.7㎡)

ブル ドーザ(16Tonク ラス)

積 込 式

(15Tonク ラス)

(資 料)産 機 工

⑤ 海外 需 要の 増 加

サ ウジア ラ ビア、 イ ラ ン、 イ ラクを 中心 と した 中 東 産 油諸 国 、

中国、 ソ連お よび 開 発途 上 国に お け る ビ ッグ プ ロジ ェク トが 次

々に具 体 化 され トラク タ を中心 に 建設 機械 の需 要 が急 増 した。

これ に よ り昭和50、51年 度 に は、 中 東産 油国 お よび 中 国、

ソ連 向輸 出が700～800億 円に も達 し、 建設機 械 輸 出 全体

の50、%を 占め るに 至 った。

また近 年 は先 進 国 向 へ の輸 出 も徐 々に高 ま って きて お り、本 格

的 な国際 化 時代 の 到 来 といえ よ う。
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図9中 東 産 油 国 お よび共 産 圏 向 輸 出の 推移

(単 位:億 円)
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⑥ 積 極 的 な海 外 戦略 の推 進

建 設機 械 の 輸 出 は、 まず製 品 輸 出 に よる海 外 市場 の 開拓 か ら

始 ま り、輸 出が 一 定の 軌 道 にの った と ころ で現 地 販売 、 サー ビ

ス会 社 の 設立 、 次 い で現 地生 産 に移 行 す るの が一 般 的 パ ター ン

で あ る。 わ が国 建 設機 械 輸 出 は 、特 に 昭和45年 以降先導的立場

に あ っ た ドラ ク タ を 中 心 に、 サー ビス面 を重視 した先 進 国 向

け海 外 進 出 をはか って きた 。 こ う した輸 出拡 大努 力が、 地 域 輸

出状 況 は依 然 と して ア ジア及 び 開発 途 上国 が 中心 で あ って も、

ヨー ロ ッパ、 北米 等へ の現 在 の 先 進 国 向 け輸 出の増 加 がそ の 成

果 とい え よ う。

わ が 国建 設 機 械産 業 の 海外 進 出状 況 は 参考 資料2の とk・りで あ

る。
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図10地 域 別 輸 出 状 況
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◎ 国 際化 的代 に おけ る技 術 提 携 の 評価

わ が 国 の建 設機 械 産 業 は海 外 企業 と提 携 す る場 合が 多 い。

これ に よ り、・技 術 力 が短 期 間 に 高め られ た こ と、 国 際 分業 に よ

る輸 出 を推 進 した点 で近 年 建 設機 械 の 輸 出に プ ラス に働 いた と

評 価 され る。

特に ホイール トラクタにお い ては、 国 内で の シ ェア拡 大 、生 産 効

率 の 向 上 を背 景 に 上位 企 業の 国 際競 争 力 がつ き、 小 型機 種 の 分

野 で は 、機 種 分業 とい う形 で 国 際分 業 が始 ま った 。 これ も先 進

国 向 け輸 出増 加 の 一 因 とな って い る。 また 逆 に、技 術 提 携 に よ

るテ リ トリー 制 限 の ため、 輸 出制 約 を うけ てい た パ ワー シ ・ベ

ル は、技 術 提 携 解 消 に よって、 輸 出 制約地 域 の縮 小 、 撤 廃 の動

き もあ り、 これ ま で輸 出比 率 の低 か った 油圧 式 シ ョベ ル も輸 出

拡 大 へ と向 いつ つ あ る。
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(4)政 府 施策

昭和40年 代 にお い ては 、 主 と して、 建設 機 械 業 界 にお け る種 々

の課 題 を 解決 す るた めの 政 府 施策 が 重 要 な 情報 と して位 置 づ け られ

てい た が 、 昭和50年 代 は、 特 に社会 か ら要請 され た課 題 、例 えば

環境 保 全 に と もな う公害 の 規 制 、 労働 災 害 か らの 人命 の 安 全性 の確

保 等 を解決 す る ため の種 々の 政 府 施策 が 重要 な情 報 とな って い る。

① 公 害 の規 制

〔通 産 省機 械 安 全 化 無 公害 化 委 員会 〕対象、抗打機、 トラク タ、 パ

ワー シ ョベ ル

建 設 工 事 に お け る騒 音 問題 の 高 ま りに対 し、 杭 打機 の 低 騒 音 化

の方 策 検 討 お よび、 トラク タ、 パ ワー シ ・ベルの低騒音化機械の開

発 が 目標 と して設 定 され た。

〔振 動規 制 法 〕

昭 和51年 に振 動 規 制 法 が成 立 し、騒音か らさ らに振 動に対 す る

規 制 が 強化 され る。 これ に対 し、業 界 は、 低 振動 工 法 の 開発 、 振

動 対 策 機械 の 開 発 を進 め て い る。

② 安 全 性 の確 保

〔規 格 制 限 カル テ ルの実 施 〕対 象 トラク タ、 パ ワー シ ョベ ル

建 設 工 事安 全化 の 一環 と して、 特 定電子 工業 お よび特 定 機 械 工

業振 興 臨 時 措 置 法(機 電 法)の 土 木 建設 機 械 製造 業 高 度化 計 画 に

沿 い 、 四輪 駆 動 式 トラク タお よび パ ワー シ ョベ ルの 駐 車 ブ レー キ

の取 付 、運 転 車保 護 装 置(ROPS)の 規 格 化 につ い て の カル テ

ル を昭 和49年 よ り継 続 して実 施 して い る。
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第5章 むすび 今後の情報管理 と課題

ρ
わ が国 の建 設 機 械 産業 は今 日 まで恵 まれ た環境 の なかで 、順 調 な 発展

を して きた とい え よ う。 そ して今 、量 的 に も、品 質 、性 能 、価格 に おい

て も世 界 有 数 の 建設機 械 生産 国 と しての地 位 を確 立 す るに至 った。 それ

では 今 後 の建設 機械 産業 の発展 のた めの課 題 は な ん であ るか。 そ れは 今

まで の 発展 過 程 に お け る情報 は マ ク ロ情 報 が主体 で 発展 して きた が 、今

後 は従 来 の よ うな量 的 な拡大 発展 が 見 込 め ない こ とから して、 ミク ロ情

報 す な わ ち国 内 、海 外 と も市場情 報 の収集 が発展 の ための大 きな課 題 と

い え よ う。

他 方 、世 界 的 な建 設機 械生産 国 として の地位 を確 立 した現 在 、今 後 は

国 際経 済 のな か で従来 の よ うな輸 出二辺 倒 でな く、生産手 段 の全 部 また

は一 部 を海 外 に移 転 す る等 、国際 的 な 調和 を図 りつ つ発展 す る ことが望

ま しい方 向 と考 え られ る。今後 、 ミク ロ情 報 と しては次 の よ うな ものが

最 も基 本 的 な もの とな ろ う。

1.今 後 の情 報

(1)国 内情 報

① ユ ーザ の企 業 行動

今後 ユ ーザは コス トパ フ ォー マ ンス を以 前 に もま して追 求 し

て くる と予 想 され る。こ の よ うな 行 動 基 準 に基 い て 、ユ ー ザ

は どの よ うな工事 に対 して どの よ うな機 械 を投入 してゆ くの か 、

また機 械 の保 有 水準 は工事 との見合 で どれ くらい の レベ ル で あ

れ ぽ適 切 な のか 、 また工事 の変 化 に対 して どの よ うな機械 の ニ

ーズ を持 ってい るのか 、い かな る アタ ッチ メ ン トを欲 して い る

の か 、 あ るいは どの よ うな動 機 に よっ て現 在保 有 の機 械 を手 離

し、 どの よ うな基 準 に従 って新 しい機 械 を購 入す るのか 、… …

な ど とい っ たユ ーザ の基 本 的行動 に関す る情 報 を整備 す る必 要

が高 くな る と考 え られ る。 従 っ て現 在 は 整 備 され て いな い が 、
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○建 設機械 の業 種 別保 有形 態

○建 設機 械 の工 事 別保 有形 態

○建 設機 械 の平 均 的 更新 期 間

○建 設機 械 の業 種 別 稼 動率

な どの情 報 が今 後 ます ます 必 要 とな って くるで あ ろ う。

② リース ・レ ンタル業 の動 向

今 後 ユ ーザ は安定 した経 営 、生 産 性 の向 上 を 図 る一手 段 とし

て 、建 設工 事 の施 工 に際 し、 リー ス ・レンタル の利 用 が高 ま る

と考 え られ る。 しか し現 状 では リース ・レ ンタル業 者 へ の販 売

状況 、 リー ス ・レンタル の利 用 実 態、あるいは リース ・レンタル

業 界 の活動 状 況 とい った ものが必ず しも満足 に は情 報 として整備

され て いな い。

以 上 よ り明 らか な よ うに 、需要 の 背景 、市場 の規模 とそ の将 来

性 を明 確 に把 握す るた め の基礎 情 報 と して、 ユ ーザ の情 報 につい

て も整 備 を必 要 とす る もの が多 々 あ る こ とが わ か る。 これ らの情

報 を迅 速 にか つ正 確 、継 続 的 に収 集 して ゆか な け れぽ 、需 要見 通

.'しの誤 りに よ る需給 ギャ ップの発生、あ るいは新 製 品 や ア タ ッチ メ

ン トの開 発 の機 会 を逸 す る こ と に もな り うる。

⑤ 建 設工 事 の 動 向

第3次 全 国総 合 開 発計 画お よび新経 済 計 画 か らみ て 、 わが 国

の建 設投 資 は 今後 、公 共投 資主導 の生活 関 連型 投資 お よび都 市

の改 造 、住 宅 の充 実 とい った もの に重 点 がお か れ る もの と考 え

られ る。

これ らの工 事 の重 点 が 変 化す る こ とに対応 して 、建 設機 械産

業 が どの よ うな 方向 に進 むべ きかについては、必ず し も情報 とし

て整 備 され てい るわ け では ない 。 一般 的 に都 市型 土 木 工 事(下

水 道 、都 市公 園)の 増 加 は小型建設機械の需要の急 増 を もた らし、

油 圧式 ショベルの本格的 な需 要 の増 加 を誘 発 した とい われ てい る。

しか し、今 後 の建 設 機 械 の需 要 を考 え る と、各 種 の工 事 と各
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種 の建 設 機 械 とは どの よ うな関 係 にあ るのか を 明確 に して こそ 、

上 記 の 因果 関係 の妥 当性 を論 ず る ことが で き、正 しい需 要見 通

しの基 礎 とな る と考 え られ る。 またあ る工事 を施工 す る ため に

は どの よ うな機 械 の組 み 合 せ が最 適 な のか 、新 しい工 事 のた め

には新 しい製 品 の 開発 が必要 なの では ない か 、 また わが 国 の工

事 の地 域 別変 化 に応 じ建 設機 械産 業 は どの よ うな対 応 を す べ き

な の か 、 …… な どの重 要 で知 りたい情報 が現状では必ず しも体 系

的 に整 備 され てい る とは い えな い。

④ 技 術 開発

最 近 の建設 機 械 の動 向 と して 、圃 場 整備 あ るいは森 林 伐採 等

の農 林 業 分 野へ の進 出が 目出ち 、 また騒音 ・振動 等 に対 す る無

公 害 型 機 械 の開 発 が 目立 っ てい る。 この よ うに建 設機 械 の性 能 、

機 能、構 造 等 の特長 を生 か したベ ー ス マシ ンに新 しい ア タ ッチ

メ ン ト等 を 開発 し、新規 分 野 への進 出 、既 存 工事 へ の対 応 を図

っ てい か ねぽ な らない。 さ ら に省 資源 ・省 エ ネル ギ ー のた め の

製 品 の開発 や 生 産技術 の改 良が重 要 とな っ て くる。

また 、石 油や食 料 の備 蓄 、新 エ ネル ギ ーの利 用 、海 底 資源 の

開 発等 新 しい工事 が更 に促 進 され る と考 え られ る。 従 って 、 こ

れ らの新 しい建 設 工事 に対 す る既 存 の建 設機 械 に よる対応 お よ

び 新機 種 の開 発 も必 要 とな っ て くるで あ ろ う。

⑤ 内 的基 本 統計 の整備

,今 後 わが 国 の建 設機 械産 業 も安 定成 長期 に入 るの で、従 来 以

上 に業 界 の協 調 体 制 の確 立 が強 く望 まれ る。 そのた め の基 本 的

な情 報 は よ りミク ロ的 な業 界独 自の基 本統 計 資料 等 の 整備 が 緊

急 な課題 とい え る。

それ は 適正 な需給 状 態 の完 全 的 ・継続 的 確保 であ る。 例 えば

需 要 予 測 に して も、 よ り精度 の高 い予測 で な くては な らな い。

そ のた め には ミク ・の業 界統 計 の整 備 が基 本 とな る。 具 体 的 に

は 次 の よ うな 内容 の情 報が 整備 され る ことが望 ま しい。

◎
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○受 注:実 績(内 需 、外 需)〔 機 種別 、台 数 、金 額 、地 域 〕

○生 産:実 績 〔機 種別 、台数 、、金額 〕

○出荷:実 績(内 需 、外需)(新 車 、中古 車) .〔 機 種 別 、台

数 、金 額 、地 域 〕

○在 庫:実 績(新 車 、中古 車)〔 機種 別 、台 数 〕

○設 備:設 備 能 力 、稼 動率

○従 業 員:人 員(直 接 、間接)、 平均 賃 金 、労 働装 備 率

○資本 金:資 本 金 、資 本 装備率

○中 古車:機 種別 下取 り台数 、下取 り率

② 海 外 情 報

① 輸 出 にお け る情 報(事 前情 報)

○市 場 の大 き さ とそ の将 来性。

○需 要 の背景 、輸 出 し よ うとして い る建 設 機 械 の ター ゲ ッ ト

は誰 か 。

○コ ンペ テ ィタは誰 か 、 コ ンペテ ィタ の販 売 ・サ ー ビス体制

は い かな る程度 か 、 また価格 戦 略 ・製 品 戦 略は ど う位置付

け た ら よい か。

○輸 出 し よ うとして い る建設機 械 は 市場 に うま く適 合 してい

るか 、価 格 付 け は対 コ ンペテ ィタ上妥 当か 否 か。

○流 通 業 者 は 資金 力 が豊 富 か 、他 の有 力建 設 機械 メ ーカ の系

列 とは い か な る関 係 にあ るか 。

○ どれ だ け の量 を販売 で きれぽ 損益 分岐点 を維持 し うるのか 、

また そ の レベル は どの程度 の シ ェア を確 保 しな け れ ばな ら

な い の か。

○販 売量 が一 定 に達 した とき、販 売 後 の ア フタ ーサ ー ビス、

部 品 の補 給 体 制 を どの よ うにす れ ば確 立 で き るのか 、等 々

② 海 外 生 産 にお け る情報(事 前情 報)

○政 治 、経 済 の安 定 度。

○立 地 条件 消 費地 に近 い か 、 イ ン フ ラス トラクチ ャが
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整備 してい るか 、 あ るい は整備 し うる潜在

・ 力 が あ るのか 。

○質 の よい労 働 力 優 秀 な生産 技 術者 を確保 す る こ とが

で き るの か 、賃金 水準 は どの程 度 か。

○油 圧 機器 、ベ ア リング等 の周 辺 技 術 の レベル、 お よび 現地

調達 が可 能 か。

○安 全な どの規格 は ど うか。

○資 金 の現地 調 達 の可 能 性 、あ るい は 日本 か ら の送金 か 、欧

米 諸 国 か ら の調達 か。 資金 コス トとカ ッ トオ フ レー トは ど

の よ うな関係 とな るの か。

o国 有 化 な どに対す る政 府 の考 え方 。

○税 制 上 の有 利 な点 、不 利 な 点。

○製 造 コス トの特徴 、等 々。

以 上 の よ うな情 報 を継続 的 に収 集す る こ とが海外 進 出の 重要 な

決 め手 とな る。

③ 海 外 進 出 におけ る市場 別 情 報

〔先 進 国 グル ー プ〕

今 後 、先進 国 におけ るわが 国 ブラ ン ドの建 設 機械 の保 有 台

数 が増 加 す る とと もに 、ア フタ ーサ ー ビスの必要 性 や 部 品 の

即応 性 に対す る ニーズ は高 まる と予 想 され る。 従 って先進 国

向 には特 に不 可 決 な部 品 デ ポの設 立 等サ ー ビス体制 の強 化 に

重点 を おい た海 外進 出を 図 る必 要 が あ る。 また 、機 械 の安 全

性 が必 須 条 件 とな っ てい るので 、 ア フタ ーサ ー ビス体 制 を確

立 す る と ともに 、国際間 に おけ る規 格 、標 準化 の情 報 につ い

て事 前 に情報 を得 る必要 性 は ます ます 高 まって きてい る とい

え よ う。 さ らに先進 国 の有 力な建 設 機械 メ ーカ の新 技 術 の 開

発動 向 、 あ るいはサ ー ビス部 品補 給 体 制 の状 況 、 また 彼 らの

海外 進 出 の戦略(生 産 の 国 際分業 体 制 の推 進 状況 、販 売 ネ ッ

トワー ク の展 開の仕 方等)に つ い て も充 分 に調査 をす る必要
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が あ ろ う。 このた め には 各 国の 建設 機 械 団体 との接 触 を恒 常

的 に充 分 図 っ てお く必 要 が あ ろ う。

〔発 展 途 上 国 グル ープ 〕

発 展 途 上 国は農 業 生 産 、資 源 開発 等 を 背景 に建 設 機械 のマ

ー ケ ッ トと して着 実 に大 き くな っ ては い るが 、市場 規 模は 先

進 国 グ ルー プ に比較 して まだ 小 さ く、生産 上必 要 な 関連 産業

が未 発達 で あ り、 熟練 労働 者 も不 足 してい る ことな どか ら 、

現 状 では まだ輸 出市場 として位 置 づ け られ る。従 っ て今後 さ

ら に輸 出市場 と して 、積極 的 に拡大 を図 りつつ 、将 来 の ノ ッ

ク ダ ウンお よび部 品 の 調達先 等 へ の足 がか り とす るた め に も、

現地 代 理店 、サ ー ビス網 の 整備 、強 化を 重 点的 に 推進 す る こ

とが重 要 であ ろ う。 こ の意味 か ら、必 要 な情 報(生 産 、マ ー

ケテ ィン グ等 の ミク ロ情 報)を 入手 す べ きであ るが 、政府 機

関 の 発表 す る統計 資料 で さえ 、統 計作成 上 の技術 的な未 熟 さ

な どに よ り、事実 と情 報 内容 には 、 あ る程 度 のかい 離 がみ ら

れ る こ とが 多 い。 また販 売 リス クの軽 減 の た め商社 を使 用 す

る こ とに よ る情報 の間 接 化 な ど に よ り、わが 国建 設 機械 産業

が必 要 とす る情報 は充 分整 備 で きな いの が現 状 で あ る。

さら に先進 各 国 が発 展途 上 国 に対 して どの よ うな経 済協 力

を展 開 しよ うとして い るの か 、海外 建 設機 械 メー カが 発展 途

上 国 に どの よ うに進 出 してい る のか 、 また進 出 し よ うと して

い る のか(販 売拠 点 、サ ー ビス 部 品 拠点 、生 産拠 点 の展 開 方

針等)を 把握 す る と と もに、発展 途 上 国の 外資政 策 、輸 入 規

制政 策 等 に関す る情 報 を充分 ご事 前 に調査 してお くこ どが必

要 であ る。

(注)海 外情 報 の具 体 的事 例 「建 設機 械 輸 出 にお け る海 外 規

格 」 は参 考 資料5に 示 す 。

74

●



`

2.む す び 情 報機 関設 置 の必 要性

○情報 に対 す る認 識 と評 価

前節 にお い て 、昭和50年 代 にお け るわが 国建 設機 械 産 業 の

発展 のた め の情報 に対 す る認 識 と評 価(価 値)が な さ れ た。

今後 の企 業行 動 にお け る意 志 決定 は ミ ク ロ情 報 に 基 く知 性 が

特 に強 く要 求 され る。

○情報 管 理 と情 報 コス ト

今後 価値 あ る情 報 として の ミク ・情報 の収集 は 当然 個 別 企業

の情 報収 集 コス トの上昇 を招 くことにな る。現状 当然 必 要 と思

わ れ る公 表 され た情 報 が分 散 していた り(情 報 の 集約)、 今 ま

で調査 された情 報 が一元 的 に管理 され てい なか った り(情 報 の

一 元 的管 理) 、 また情 報 の連 続 性 がな か った り(情 報 の連 続性)

の問題 が多 い 。 した が っ て個別 企業 と して これ らの情報 を収 集

し よ うとす る と莫 大 な コス トの増 加 を招 くこと にな る。 他 方 海

外進 出 に おい て 、海外 建 設機 械 メ ーカ の動 向が意 志 決定 の重 要

な 決 め手 とな る場 合 におい て も、個別 企 業 の情 報 収集 は 限 られ

た もの であ る。 海 外情 報 として、マ ク ロ情 報 は比 較 的容 易 に知

る こ とがで きるが 、大 きな リスクが ともな う海 外投 資 の場 合 な

どは ミク ロ情 報 が決 め手 とな り、 リス クがか な り軽 減 され る等

情 報 の価 値 が高 い。 しか し海 外情報 の収 集 は よ り多 くの時 間 と

多 くの コス トが 発生 す る。

以 上 述 べ た とお り 「業 界 の共 通 の利 益 」が得 られ る これ らの情

報 収 集 と管理 は 現実 には 個 別 企業 が独 自に実 施 して お り、重 複

投 資 が行 わ れて い るの が実 態 であ る。 今後業 界 と して これ らの

情 報 を能 動 的 に収 集 し 、総 体的 、一 元 的 、画一的 に管 理 、分析 、

加 工 を行 い 、 知性 、知 力 に基 づいた 情報 管理 と情 報 コス トの効

率 的運 用 を行 う場 を業 界 内 に設 け る必 要性 が高 い とい え る。

○ 「建 設 機 械情 報 管 理室 」 の設 置

わ が 国建設 機 械産 業 の50年 代 の発 展 の条件 と して 、 ミク ロ
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情報 を集中的に収集 し、分析 、加工 し、価値 あ る情報の集積 に

よる相乗効果を有機 的に高め、これらの情報を業界個別企業 に

提供 し、50年 代 におけ る企業経営 に有益な判断材料を提供す

ることを第一義 とすべ きであ る。 また、政府機 関あるいは地域

社会 に対 して も有益 な情報を提供 し、あわぜて官民共同にょる

有効な産業 政策の立案への情報提供 の場 として(社)日 本産業機

械工業会に 「建設機械情 報管理室 」の設置 が望 ましい。

`
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参考資料1.主 要建設機械の技術提携の状況

許可
年度 導 入 企 業 外国投資家(国 籍) 導 入 技 術

27 石 川島播磨重工業 コー リング(米) 各種建設機械

50 神 戸 製 鋼 所 プア ーニッシュ フ ィガー(パ ナマ) パ ワー シ ョベ ル 、 パ ワー ク レ ー ン

52 東 洋 運 搬 機 ク ラーク(ベ ネゼラ) 荷役車輌等

55 三 菱 重 工 業 シ カ ム(仏) 全油圧式パ ワーシ ョベル

57 住友 重 機 械 工業 シ ュ ー ・シ ョベ ル(米) シ ョベル系掘削機、 ロ7ダ

〃 久 保 田 鉄 工 ゴ ットワル ト(西 独) モ ー ビ ル ク レ ー ン

〃 石 川島播磨重工業 ボンディ(仏) 万能掘削機

Zノ 油 谷 重 工 ボクレン(仏) 全油圧式掘削機

58 川 崎 重 工 業 J.Cバ ン フ ォ ー ド(英) エ キ ス カベ ー タ 、 ロ ー ダ

〃 キ ャタ ピラ ー三 菱 キ ャタピラー(米) トラ ク タ

〃 小松 ピ サ イ ラ ス ピサイラス(米) エ キ ス カ ベLタ 、 ク レ ー ン

ノノ 住友 重 機 械 工 業 リンクベル ト(米) パ ワ ー シ ョ ベ ル 、 ク レ ー ン9

〃 ノノ ハノマーグ(西 独) ク ロー ラ トラ ク タ
`

〃 三 井 造 船 アイムコ(西 独) ロ ー ダ

〃 日 本 製 鋼 所 オレイン方 剤 ジ・・一。・(鋤
.◆ハ ワー シ ョヘ ル

59 小松 インターナシ∋ッレ インターナショナル(米) ホ イー ル ト ラク タ シ ョベ ル

40 三 菱 重 工 業 ユ ニバ ーサ ル ・マ リオ ン(米) パ ワ ー シ ョベ ル 、 ク レ ー ン

〃 酒 井 重 工 業 ヘルマン ・ランタ(英) パ リモ ー ト ト ラク タ

41 日 立 製 作 所 ジ ョン ・デ ィア ー(米) ト ラ ク タ

〃 久 保 田 鉄 工 ア トラス(ス イ ス) 油圧式掘削機

〃 三 菱 重 工 業 ユンボ(仏) 油圧式パワーショベル
,

45 住 友 重 機 械 工業 イー トンノエール(仏) ホ イ ー ル トラ ク タ

〃 東 洋 運 搬 機 ク ラ ー ク(ス イ ス) トラ ク タ シ ョベ ル

ノ

!'ノ

酒 井 重 工 業

日 本 製 鋼 所

(西オ レインシ
ュタイン ・コッ〈ウレ 独)

〃

ホ イ ー ル ト ラ ク タ

全 油 圧 式 パ ワ ー シ ョベ ル

44 〃 レ オ ・ゴ ッ トワル ト(西 独) 全油圧式 トラッククレーン

45 川 崎 重 工 業 コルマス(西 独) 全 旋回式 トラクタシ ョベル

〃 〃 ク ル ッ プ'(西 独) バ ケ ッ トホ 『イー ル エ キ ス カ ベ ー タ

〃 日 本 製 鋼 所 レ オ ・ゴ ッ ト ワル ト(西 独) テ レス コ ー プ ク レ ー ン

〃 住 友 重 機 械 工業 エ フ エ ム シ ー,Corp .(米)
パ ワ ー シ ョベ ル 、 パ ワ ー ク レ ー ン

〃 新 潟 鉄 工 所
デ マ ー グ バ ウ マ シ ー ネ ン

(西 独)
油圧 式 テレス コピック トラッククレーン

46 神 戸 製 鋼 所 リープヘル ・エクスポー ト(ス イ ス) 油圧式 エキス カペ 一夕
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参考資料2.わ が国建設機械の産業の海外進出状況

日本側
企業名 国 名 現 地 法 人 名

操 業
年 月 資 本 金

出資
比率(
%)
業種 ・事業内容

日立建機 ブラジル Hitachi-Line 58.1 116百 万cr 98.7 建設機械 のノック

{
日立製作所 IndustriaElectrica ダ ウン、其の他

小松製作所 ベ ル ギ ー N.V.Komatsu 42.1 1億BF 100 建設機械、産業

EuropeS.A 車両の販売

口綿実業 西 ドイツ NichimenKomatsu 42.12 375万DM 100 小松製建設機械

Baumasch■nenG.ln.b.H の販売

小松製作所 ア メ リ カ KomatsuAmerlcaCorp. 45.3 600万 弗 100 建設機械の販売

〃 ブラジル KDB-lndustrユae 45.6 16060万cr 100 建設機械用補給

Comerc■oLtda. 部品の販売

石川島建機{ シンガ EngineeringServices 45.11 675万S弗

、

99 日本製建設機械

三井物産 ポ ー ル (As■a)Pte.Ltd. の リース業販売

神戸製鋼所 オ ー ス ト Harn■schfegerof 45.12 147万A弗 25 鉱山機械、建設

ラ リア Austra1エaPty.Ltd, 機械部品の販売

小松製作所 シンガ Komaー しsuSingapore 46.'1 400万S弗 100 建設機械、産業

ポ ー ル Pte.Ltd. 車輌め販売

三笠産業 韓 国 韓 信 建 機 46.6 10万 弗 50 コンク リー トバ イブ

レ一夕の製販

酒井重工業 イ ン ド P.T.SakaユSakt■ 46.10 54万 弗 60 建設機械の組立、

{
住友商事 ネシア 販売

丸 紅 イギ リス Maruben■KOmatSu 4Z2 70万 £ 100 建設機械の販売

Ltdl

小松製作所 パナマ KomatsudePanama 4Z7 100万 弗 100 建設機械、産業

,

S.A. 車両の販売

口綿実業 イ タ リア AntonioFarinaS.P.A 4Z8 21.5億L 5 建設、農業機械

(AlbertoFanira) の輸出入、及 び

国 内販売、ア ブ

タ ー サ ー ビス
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日本側
企業名 国 名 現 地 法 人 名 操 業

年 月 資 本 金
、

鰺
(%)

吟.

業種 ・事業内容

日立建機 カナダ HitachConstructon 4Z
'

35.8万 弗 100 建設機械の販売

MachゴheryCanadaLtd .

日立建機

{
イギ リス C.ltohPlantSales 48.5 15万 £ 100 〃

伊藤忠商事 (U.K)

住友商事 ブラジル GeoviaComercioe 48.6 7200万cr 32.93 辱 〃

IndustrlaS.A.

日立 建機

{
オ ランダ

'Hit
achiConstruction 48.7 60万G 100 自社製品の販売

伊藤忠商事 MaChユnery(Europe)S .V. 建設機械製販

口綿実業 西 ドイ ツ' NichimenMasch工nen 48.9 25万DM トラ ッ ク ク レ ー

HandelsG .m.b.H ンの販売

多田野鉄工所 オ ランダ TadanoInternational 48.9 30万G 100
'

親会社製品の販

(Europe)B.V. 売、部 品供給 及

び ア フ タ ー サ ー

ビス業務

酒井重工業 香 港 酒井香港㈲ 492 5万HKS 100 建設機械の輸出

三菱重工業 ブラジル ClementCifaliS .A. 495 8,500万cr 70

入

各種道路建設機

械の製版

小松製作所 メ キ シ コ DinaKomatsuNaciona工 , 499 2億P没 40 建設機械の製販

S.A.deC.V.

住友商事 カナダ KomatsuOanada層1」td 4911 210万G弗 100 小松製機械(ト

.

ラク タ)お よび

1

部品販売

伊藤忠商事 ス ペ イ ン
'
OnaraS .A. 50.2 4550万P 20 建設機械の販売

小松製作所 ブ ラジル KomatsuBras工lS .A 50.4 20196.9万cr 25.57. 建設機械の製版

酒井重工業 ア メ リ カ SakaＬiAmerica工nc . 51.4 5万 弗 100 建設機械の輸出入
'

住友商事 オ ー ス ト SummitMachinery 52.川 50万A弗 100 建設機械等の輸

ラ リア &Equ口pmentPty .Ltd. 入販売

丸 紅 〃
KubotaTエactorPty .1£d. 25万A弗 69 トラクタ販売
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参考資料3.海 外情報の具体的事例 一建設機械輸出における

海外規格

1.海 外 規格の大要 .'

建 設機械関連の海外規格 を大別す ると概略次の とおりである。

(1)国 際規格 一 共通の利益 をもつ多数 の独立国間 の協力 と合意 によって作 られ世界中で使用

されている規格

{列ISO(工nternationalOrganizationforStandardization)

IEC(lnternationalElectrotechnicalCommission)

② 地 域規格 一 限 られた国 あるいは地域内の標準化団体 によりその共通 の利益のために作 ら

れている規格

例CENELEC(Com■t6EuropeendeNormalizat■onElectrotecn■c)

UIGCODE(Un■onInternationaledesCheminsdeFER)

㈲ 外 国規格

(国 家規格)国 家的 に規格の制定 を認 められた機関によって、その国のあ らゆる利害関係者

の合意 で作 られた規格

{列ANSI(AmericanNatlonalStandardsInstitute)

DIN(Deutsches工nstitutfurNormung)

(団 体 規格)標 準化 をとりあげている学会、団体 などがその構成員の合意に よって作成 し

た もので、原則 として、その団体内部の使用、あるいは取引促進のための使

用 を目的 とした規格

{列ASTM(AmericanSoc土etyforTestingandMaterials)

(官 公庁規格)官 公庁で作 られ、原則 としてそれ らの機 関での適用調達の際の使用 を目的

とした規格。民間での一般取引 としての利用 も多い

]列FS(FederalSpecific'ationsandStandards)

CGBS(CanadlanGovernmentSpecエficationsBoard,Canada)

2.海 外 規格の入手 ルー ト

建設機械の輸 出vak・け る海外規格は普通次の4つ のルー トに よって入手 している。 メーカー

はひとつのルTト か ら必ず しも正確 な情報が得 られないのでこの4つ のルー トを相互に利用 し

ているのが現状である。・
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入 手 ル ー ト メ リ ッ ト デ メ リ ッ ト

現地での折衝者がその規格に 出先か ら出張 させるか、又は

詳 しく、 ワークに専念できる 日本か ら出張 させるので 「コ
メ ー カ 直 接

ので、「正確」「迅速」な情 ス ト」高 。
・

報が入 る。

商社の各国販売網を駆して入 専門的知識を持つ担当者が少

商 社 経 由 手可能であり、 メーカーの負 な く、そ の「正確性 」に問題

担が少 ない。 が あ る 。

国際規格、国家規格、利用度 建機関係で利用度の高い

の高い団体規.格、アメリカ連 団体規格、官公庁規格の入手
日 本 規 格 協 会

邦規格、米軍用規格は入手で は困難。

き る。

在 日外国規格機関 国家規格が主。

5.建 設機械輸出における海外規格の例示 とその利用状況

わが国の建設機械輸 出における海外規格 を例示す ると次表の とお りである。 また、 日本規格

協会 におけ る規格の利用状況は次表 に示す とおりで、利用度 はかな り高い もの といえ よう。

建設 機械 海 外 規格 の 例 示

規 格 名 制 定 国
利用度
順 位

工SO Internationa!OrganizationforSlandardization (国 際) 5

JIS Japanese工ndustrialStandard 日 本 1

ASTM Amer工canSocietyforTest工ngandMaterials 米 国 2

UI. UnderwriterS,Laboratories 〃 6

ANSI AmericanNationalStandardsInstitute 〃 7

SAE SocietyofAutomotiveEng工neers 〃 10

ASME AmericanSocietyofMechan工calEngineers 〃 11

FS FederalSpec工ficationsandStandards ノノ 14

(GeneralServicesAdministration)

MIL MilitarySpecif工cationsandStandards (米 軍) 9

(DeDartmentofDefense)
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MS

BS

DIN

CSA

・AS

,NF

GOST

MUItaryStandard(DepartmentofDefense)

Br■t].shStandards工nstitution

DeutschesInstエtutfurNormung

CanadlanStandardsAssociat■on

StandardsAssocエatエonofAustralla

AssociationFrancaisedeNOrmalisation

GosudarstvennyjKom■tetStandartov,

SovetaMin■strov

)

国

独

ダ

軍

ナ

米(

薬

酒

力

け

ス

連

同

ン

づ

一フ

オ

フ

ソ

61

3

4

8

z
J

「
U

2

1

1

1

■

■

4.問 題 点

(D管 理

情報 としている規格 はっねにUP-TO-DATEに しておかなければな らない。そのため

には関係規格制度機関 との コンタク トを密 に しておかなければな らない。規格協会 で管理 し

てある場合は よいが、団体規格、官公庁規格等入手困難な規格の管理が問題 となる。普通 こ

の ようなときは、現地代理店 あるいはメー カの 出先 か らの情 報 にもとつ くことが多いが、

体系的に把 むことは困難 で、つねに解釈上 の問題が絡み、管理上問題が残 る。

(2)用 語

国際規格は英、仏、露語の入手可能である。国家規格はほ とん ど英語版 があり問題 はない。

団体規格、官公庁規格は 自国語 が圧倒的で翻訳の正確性 とコス トが問題である。普通翻訳は

現地代理店 に依頼 することが多い。

5.海 外 規格等に関する情報管理の あり方

建設機械の輸出におげる「規格安全規則 」に関す る情 報は本格的な国際化時代 を迎 え、輸 出

先国 における標準化、需要 の多用化(ア ブ.リヶーシ.シ)お よび無公害化、安全化な どの要請

がますます高 まって きている。建設機械 の輸出においてはこれ らに対応することが必須要件 と

なってきている。

いままで個別会社 としてはこれ らの情報の入手 に多 くの時間 と多 くのコス トをかけてお り、

業界全体 としては重複投資 を遊げ得 なかったのが実態 である。

O情 報管理のL元 化

建設機械情報管理 として、 「業界の共通の刃溢」ともいえるこの海外の 「規格 、安全規則 」の収

集 と管理面 での共通 の場の設置が緊急課題 といえよう。当然 この機 関の機能 としては、迅速

4
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性、正確性は もちろん、高度の専門知識 と広い関連知識 を有 し、また、建設機械の輸 出にお

いて極めて利用度の高い、各国の団体、官公庁規格 といった ローカル規格の制定機関 ならび

に関係諸団体 との積 極的な交流が必要 とされ る。

●
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参考資料4.建 設機械調査報告書一覧

報 告 書 名 発 行
発 行
年 月

要 約

。トラク タ製 造 業 生 産 日本産業機械工業 33.6 トラクタ産業の国内発展と国際競争力の

性調査報告書 会 伸長 を目的 として、労働生産性、原材料生産

性 の調査 ・分析を行 った。 この結果 を もとに

国際競争力の分析も行った。

。米国に於 ける トラクタ 〃 3Z8 輸入制限の 自由化で米国のメーカーが日本

産業 での現地生産を計画 しており、米国企業の経

営の実態 を把握 し、 日本 の メ ーカ との格差

を明 らかにすることを目的 として、 クローラ

とホイールについて調査結果 をま とめた。

。 日米 ク ロ ー ラ ト ラ ク タ 〃 ろzlo 同上調査結果の うち ク ロー ラ トラク タ産

産業について 業(特 にキ ャ タ ピラ トラク タ社)に ついて

わが 国 メ ーカ との経営(生 産、市場、輸 出
.

および海外投資)比 較を行 った。

。シ。ベル製造業生産性 〃 5a5 シ。ベル製造業の生産性向上(コ ス トダ ウ

調査報告書 ン)と 国際競争力強化を目的 として、労働生

産性、原材料、生産性 の調査 ・分析を行 った。

。産業機械小委員会中間 通産省(産 業構造 5&8 メ ー カへ の ア ンケ ー ト調査を実施 し、需

報告書参考資料機種別 調査会重工業部会) 給状況(輸 出入 も含む)、 生産構造、国際競

各論 争力について とりま とめた。

。産業機械小委員会中間 〃 3a8 同上の機種(土 木建設機械他8機 種)の 総

報告書 論 としそ、現状、国際比較、環境変化の見通

し、需給見通 し、企業規模、生産規模、兼業

形態、下請構造、技術問題、産業構造改善の

方途 をまとめた。

。主要建設機械市場調査 建設機械市場調査 39ろ 全国主要建設業者2,302企 業 に対 しア ン

結果の概要 分科会 ケー ト調査 を実施 し、会社の概要、工事高、

機械類の設備投資額、オペレータ、機械の導

'
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報 告 書 名 発 行 発 行
年 月

要 約

入計画、保有状況等について結果の概要を

まとめた。(機 種は全機種)

。建設機械市場調査報告

書(付 表)

建設機械市場調査

分科会

595 同上 の詳細結果 およびデータ。

。建設機械市場調査報告

書(本 文)

〃 4〔15 595に 出 した レポー トの正式報告

。建設機械市場調査 〃 4α9 同上の正式報告書。

。建設機械流通構造調査

報告書

産業構造審議会、

重工業部会、建設

機械流通委員会

4α7 生産構造、市場構造、流通構造の特殊性

と問題点、流通構造合理化の方途。

。機械工業振興臨時措置

法規集

機械振興協会 42.3 法、施行会、施行規則、審議会規則、同運

営規則、振興基本計画、技術振興基本計画、

機種別(指 定業種)振 興基本計画をとりまと

めた。

。建設機械の需要見通 し 建設機械需要予測

研究会

42.5 トラクタ、掘削機、転圧機械 コンク リー

ト機械 整地機械、基礎工事用機械 について、

42年 度 か ら46年 度 までの需要見通 しを行

った。

。西独における中古建設

機械の市場調査報告

建設機械中古車流

通構造調査委員会

447 ク ロ ー ラ トラ ク タ 、 ケ ー プ ル エ ク ス カ ベ ー

タ 、 ハ イ ド ロ リ ッ ク エ ク ス カ ベ ー タ 、 ホ ッ

パ ー トラ ッ ク
、 ロ ー デ ィン グ シ ョベ ル 、 トラ

ック モ ー ビル ク レ ー ン、 グ レ ー ダ、 ス ク レ ー

パ に つ い て 市 場 の 基 本 的 条 件 、 需 給 状 況 、 流

通 状 況 、 価 格 の決 定 、 取 引 の 発 展 傾 向 の 調 査 。

Oフ ランスにおける中古

車建設機械の市場調査

報告

建設機械中古車流

通構造調査委員会

447 ク ロ ー ラ ト ラ ク タ 、 ホイ ー ル 及 び キ ャ タ

ピ ラ ー トレ ッ ドに 装 着 さ れ る ハ イ ド ロ リ ック

シ ョベ ル 、 ク ロ ー ラ シ ョベ ル 、 ト ラ ック ク レ

ー ン
、 ホ イ ール ト ラ ク タ に つ い て 中 古 車 の 市

場 、価 格 に つ い て 調 査 。
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報 告 書 名 発 行 発 行
年 月 要 約

。建設機械中古車流通構

造調査報告書

建設機械中古車流

通構造調査委員会

44.8

お・よ び

10

機振法 が45年 度末 に廃止 となるので(取

引、生産 カルテル)、 次の段階における業界

活動 として中古車 を取 り上げた。447の 西

独、 フランスにおける調査は この一貫 である。

。東南アジア地域鉱山建

設機械製造企業進出基

礎調査団報告書

日本産業機械工業

会

45.2 企 業 進 出 の 可 能 性 調 査 の た め 、 パ ワ ー シ ・

ベ ル 、 ト ラ ク タ、 ク ラ ッシ ン グ プ ラ ン ト、 ア

ス フ ァ ル トプ ラ ン トに つ い て
、 台 湾 、 フ イ リ

o

ッ ヒ ン 、 タ イ、 イ ン ドネ シ ア 、 シ ン ガ ポ ー ル

の 調 査 報 告 書 。

。今後の機械産業に関す

る答 申一1970年 代

の機械産業の進むべき

道 一

産構審重工業部会 45.7 70年 代 の建設機械産業の あり方響 につい

て の答 申。

。機械安全化委員会 トラ

。クク レーン分科会報

告書

通産省重工業局 46.5 労 災の防止策と して45年 度 に通産省 内

に委員会 を設置 してい るが45年11月 に ト

ラ ッククレーンが対象 となり、分科会が設置

された。安全化の方途、安全化装置等につい

ての報告書。

。機械安全化委員会報告

書

通産省機械安全化

委員会

46.3 同上の上部委員会報告で、 トラッククレー

ンが対象 と して入 って お り、機械の安全化、

労働環境 の安全化 に役立つ機械 の開発、在来

機械 の改 良、適正 な安全装置 の装備 の指針

(開 発 目標、安全 目標)を 作成 し、関連業界

へ広 く提示す ることを目的とした報告書。

。建設機械中期需要予測

に関する中間報告書一

講習会計算演習結果報

告書

建設機械中期需要

予測委員会

46.5 46～50年 の需要予測に関するセミナ ーの

結果 をま とめた ものであり、 トラクタ、 シ・

ベル、 トラッククレーン、整地機械、舗 装機

械、 コンク リー ト機楓 基礎工事機械につい

て、その機種別予測演習結果。
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報 告 書 名 発 行 発 行
年 月 要 約

・流通 システム化基本方 通産省流通 システ 46'7 物資別流通システム化委員会に建設機械 も

針(案) ム化推進会議 対象機種 として流通 システ ム化 の方途 を答 申。

。流通 シス テム化基本方 通産省企業局 46.9

針

。訪韓国際分業化調査団 日本産業機械工業 4a10 鋳物の韓国への企業進出(国 際分業)の 可

報告書 会 能性についての実態の調査報告書。

o建 設機械産業の海外戦 建設機械の海外戦 495 海外生産を志向した海外経済活動の方向性

略 略研究会 および方針 を模索することを目的として、 トラ

ク 久 シ ョベ ル 、 トラ ック ク レ ー ン 、 整 地 機

械 、 ア ス フ ァル ト舗 装 機 械 、 コ ン ク リ ー ト機

械について海外進出のあり方と課題について

の報告書。

O日 本 の建設機械産業一 機械振興協会経済 4～ し8 建設機械産業が、今後の社会の変化の中で、

その成長と変貌一 研究所 ど うい う役割 を果 してい くかを考察す る手 が

か りを得 るための研究であり、30～45年

までの結果から過去の役割に関する分析を行

っ た 。

。建設機械整備工場便覧 サービス委員会 51.5 メーカ別に全国の整備工場名とその所在地

を 己239社 リス トア ップ。 そ の 後5t8に

追加訂正 を行 い最終524ろ 社 を リス トア ッ

ブ している。

.

。油圧式ショベルの標準化 油圧式シ 。ベル標 51.8 油圧式シ。ベルについて海外、国内の標準化

のための調査報告書 準化委員会 の実態を明 らかにし、 ユーザへの標準化 に関

(建 建機械の標準化推 する意識調査を実施した。

進)

。認定検査員教本 サー ビス委員会 51.10 定期自主検査促進に関する認定検査員の認

定講習会のための教本。
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報 告 書 名 発 行 発 行
年 月

要 約

Oト ラ ク タ,パ ワ ーシ

.ベ ル の無公害化に関

す る報告書

通産省機械安全化

無公害化委員会、

建設機械分科会

52.5 テーマ として騒音問題 を取 り上げ、国内外

の規制を調べるとともに、技術的可能性、騒

音 レベル 目標値の設定を行 ってい る。

。わが国建設機械産業に

おける産業組織の調査

研究

日本産業機械工業

会

52.5 業界の問題点 と今後の発展への対応を明確
,

にするために、産業論的アプローチに より、

研究 した。機種 としてはブル ドーザ、積込機、

油圧式 シ 。ベル、油圧式 トラ ッククレーン、

ホ イール トラクタを取 り上げた。

。建設機械騒音測定法調

査研究報告書

建設機械騒音測定

法調査研究委員会

52.3 パ ワー レベルの測定法 についてJIS化 の

方向 で実験調査を実施(建 設機械化研究所で

実験 を実施)し 、報告書 と して とりまとめた。

o油 圧式ショベルの標準化

のための調査報告書

(建 設機械の標準化推

進)

油圧式シ。ペル標

準化委員会

52.7 標準化 の提言 をま とめた もの。

。建設機械製造番号銘板

及び打刻位置表示図

s

建設機械債権事故

対策委員会

52.12 油 圧 式 シ 。ベ ル 、 ク ロ ー ラ ク レ ー ン 、

ホ イ ー ル ト ラ ク タ 、 ブ ル ドー ザ 、 積 込 機 、

油 圧 式 ト ラ ック ク レ ー ン 、 機 械 式 ト ラ ック ク

レ ー ン 、 機 械 式 シ ョベ ル 、 グ レ ー ダ に つ い て 、

メ ー カ13社 の 製 造 番 号 及 び 打 刻 位 置 を 図 示

して あ る。

。昭和50年 度建設機械

動向調査報告第1号

通産省、建設省 53.5 建設業等の建設機械の保有状況を主に建設
機械化協会のメーカ会員を対象に調査した結
果。

。わが国産業機械産業に

おける産業組織の分析

調査一課題 と方向一

日本産業機械工業

会

53.3 建設機械産業 を含む9業 種 にっいて産業論

的アプ ローチに より「産業組織 に関する課題

と方向」をまとめてある。

88

■

¶

弓



,

P

報 告 書 名 発 行 発 行
年 月

要 約

O産 業機械の騒音調査報 産業機械騒音調査 52.5 一般的騒音レベルをアンケー トに より調査

告書、(空気式 ブレーカ、委員会 し、対 策の現状 と今後の方向をま とめてある。

ブ ル ドー ザ 、 ポ ン プ、

ロ 一 夕 リ ブ ・ ワ)

o建 設機械中古車輸出実 建設機械中古車輪 55.6 中古車流通のうち輸出問題をとり上げ、国

態調査報告書 出実態調査委員会 内の流通、業者の実態、輸出市場の規模、品

質、価格等 について調査 し、中古車輸 出の問

題 点を明確 に している。

Oホ イ ール トラ ク タ の 標 ホ イ ー ル トラ ク タ 53.7 国内外における規格化及び法規制の現状、

準化のための調査報告 標準化委員会 国際規格の現状 と動向、 を とりまとめ、標準

書(建 設機械の標準化 化 に関 してユーザへの意識調査 を実施 した。

推進)

o建 設機械の トンネル等 建設機械排ガス実 55.8 トラク タ シ 。ベ ル と油 圧 式 シ 。ベ ル に つ い て 、

閉所における排気ガス 態調査委員会 トンネル工事でのズ リ出 し作業に使用 され る

実態調査報告書 場合の作業環境の改善策として、8ケ 所の現

場 を調査 し、更に運転操作 のパ ターンと負荷

条件を調べるために実験を実施 した。

。建設機械に対する騒音 日本機械工業連合 53.9 各国の建設機械の騒音規制の動向を調査し

規制 の調査(フ ランス、 会 た。

西 独 ス ウ ェ ー デ ン、

ス イ ス 、 英 国 、EEC)

・
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参考資料5.建 設機械関連報告書一覧

関 連 項 目 名 称 発 行 元

政治、経済、社会 o公 共施設財源便覧 行 政 管 理 庁

O港 湾整備5カ 年計画概要(案) 運 輸 省

oわ が国の農地の現状(土地利用基盤整備基本調査) 農 林 省

O工 業用水道事業のあり方について 通 産 省

6「 昭和50年 代前期経済計画」の推進に関する 経 企 庁

昭和51年 度報告

O安 定成長経済下の資金調達 通 産 省

Oわ が国経済、産業の中期予測 通 産 省

021世 紀 の人 と国土 国 土 庁

o経 済変動と労働市場

O環 境保全長期計画(公 害防止) 環 境 庁

O自 然環境保全に関する長期計画のための基本的、 〃

具体的構想について

o新 全国総合開発計画総点検作業(中 間報告) 国 土 庁

一 工業基地問題 とその対策 一

o地 域経済の成長 と産業構造 関西経済研究
センター

O減 速経済下の日本産業の針路 経済団体連合会

o新 しい経済政策の原点と52年 度経済運営の基本 政策構想フォーラム

o日 本経済、産業構造の中期展望 日本 興 業銀 行

O産 業政策 と独禁法 機械振興協会

マ ー ケ ッ ト O都 道府県別行政投資の長期的動向分析 自 治 省

o昭 和50年 代 におけ る地方財政の長期見通 しについて 〃

o国 土利用計画(全 国計画)関 係資料集 国 土 庁

O産 業年報'76特 集 産業立地 国民経済研究協会

o全 国県別、長期総合計画総覧
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関 連 項 目 名 称 発 行 元

マ ー ケ ッ ト O北 海道地域の産業構造 ビジ ョンの要 旨 通 産 省

o東 北の将来と港湾開発 運輸経済研究
センター

o東 北地域産業構造 ビジョン 通 産 省

o東 北の概要 東北経済連合会

O地 方都市ならびに東北、上越新幹線に関する調査結果 〃

〇四国地域の産業構造 ビジョン 通 産 省

〇四国地方開発の現状等について 国 土 庁

o名 古屋大都市地域における都市環境の整備に 国 土 庁

関する調査

O市 街地再開発事業等実施状況概要 建 設 省

o道 都県整備計画 国 土 庁

O農 業機械化の動向 農 林 省

o農 業機械化動向農家意識調査 日本農業
機械化協会

6農 業機械の生産台数アンケー ト結果 ノノ

o農 業環境予測調査結果概要 ノノ

o農 業の法人化による規模拡大に関する調査結果 全国農業会議所

Oわ が国の農地の現状 農 林 省

o日 本の畜産業 ハイ ライ フ出版

o全 国森林計画 林 野 庁

o木 材総覧 全国木材
総合連合会

o石 灰石鉱業の現状 石灰石鉱業協会

o住 宅建設需要予測
ハ ウ ジ ン グ

エ ー ジ ェ ン シ ー

O住 宅建設の長期予測 日本不動産銀行

O宅 地開発事業の問題点 都市 開発 協会

o物 流システム化における運搬荷役車輌の役割と 日本産業車輌協会

その活用法に関する調査研究

o産 業車輌の標準化推進調査研究報告書 〃
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関 連 項 目 名 称 発 行 元

マ ー ケ ッ ト O建 設業 ・協同組合等の組織化の現状 建 設 省

o建 設事業協同組合活動状況調査報告 建設業振興基金

O建 設業振興対策に関する建設業者団体総見 建 設 省

o建 設廃棄物実態報告書 建 設 省

o東 京都内より発生する建設工事に伴 う残土問題 東京建設業協会

O高 速道路におけるゴミの発生量調査報告書 道路 施 設 協会

Oア パ ー トのゴ ミ問題 東 京 都

o廃 棄物処理施設整備計画(案)の 概要 厚 生 省

(51年 度 ～55年 度)

O都 市生活と廃棄物の問題 国民生活センター

O産 業廃棄物処理および資源化に関する研究 中 小 企 業 庁

o鉄 くず再資源化実態調査報告書
、

通 産 省

そ の 他 o海 洋産業研究資料 海洋産業研究会

O国 内における緑化(産 業)の 現況と将来 エ コノ ミック イ ン

フ ォ ー メ ー シ ョ ン

システムズ

o未 来産業便覧 東京プランニング

O昭 和52年 ～55年 油 圧機器需要予測 日本油圧工業会

O日 本の将来人口新推計について 厚 生 省

o入 口と経済成長 人口問題研究会

o人 口問題の手引 〃

、
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参考資料6.建 設機械参考資料一覧

名 称

〔年 鑑 〕

クレーン年鑑

農業機械年鑑

日本農業年鑑

セメント年鑑

生コン年鑑

産業安全年鑑

水 道 年 鑑

下 水 道 年 鑑

〔統 計〕

機械統計年報

機械統計要覧

機械受注統計調査報告

機械受注見通 し調査

機械工業景気動向調査

機械統計月報

機械損料調査集計結果

建設工事受注額、建設機械受注額および建設機械卸売価格の推移

日本産業機械の受注と生産の見通 し

産業機械受注状況(工 業調査会)

農用 トラクター出荷台数調査報告

農業機械普及統計

産業車両統計表

昭和50年 農業センサス報告書

第52次 農林省統計表

農林省年報

発 行 元

日本クレーン協会

新 農 林 社

家 の 光 協 会

セメント新聞社

セメントジャーナル社

中央労働災害防止協会

日本水道新聞社

水道産業新聞社

通 産 省

日本機械工業連合会

経 済 企 画 庁

〃

日本機械工業連合会

通 産 省

建 設 省

日本建設機械化協会

日本産業機械工業会

〃

農 林 省

農機産業調査研究所

日本産業車両協会

農 林 省

〃

〃
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農業白書付属統計書表

建築統計麗

建設統計要覧

建設業務統計

建設総合統計年度報

建設統計月報

49年 住宅統計調査報告

52年 住宅供給企業住宅建設調査

窯業統計年報

窯業建機統計月報

生 コンクリー ト統計年報

財 政 統 計

工業統計表(用 地 ・用水編)

道路統計年報

水 道 統 計

下 水 道 統 計

鉱工業指数総覧

日本統計年鑑

日 本 の 統 計

経済統計年報

都道府県経済統計

通産業統計要覧

統 計 要 覧

経済統計年年鑑

工 業 統 計 表

地方財政統計年報

〔その他 〕

建 設 機 械 版

農林統 計協 会

建 設 省

府

省

省

理

設

産

総

建

通

者

〃

〃

蔵

〃

大

省

省

会

省

府

脇道

設

生

水

産

理

下本

建

厚

目

通

総

行銀本日

省

行

社

省

省

産

㌧

産

治

開

経

本

洋

通

日

東

通

自

社信通事詩業工
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名 称 発 行 元

建設の機械化

日本建設機械要覧

建設機械化の10年 史

〃20年 史

建設機械損料等算定表

建設の機械化文献抄録集

道路建設業の経営分析

わが国の下水道普及状況

全国ダム建設事業所所在地及びダム工事進捗状況一覧表

全国ダム建設事業一覧表

住宅都市情報

国 土 開 発 版

'76年 建設業者要覧

52年 建設投資の見通 し

52年 建設会社能力要覧

51年 地区別受注額

日建連受注調書(請 負者側)

〃(発 注者側)

年住宅建設の見通し

52年 住宅公団の事業計画 と建築業務計画

窯業、建材ハン ドブ ック

50年 砂利採取業務状況報告書集計表

51年 砂利類需要部門別都道府県消費料

品目別 リース契約の推移

民間宅地造成事業実態調査に関する結果報告

農 地 の 移 動

一 農地移動実態調査結果 一

日本建設機械化協会

〃

〃

!ノ

〃

〃

日本道路建設業協会

日本下水道協会

日本 ダ ム協 会

〃

工業時事通信社

〃

日刊建設工業新聞

建 設 省

建 設 調 査 会

日本建設業団体連合会

建 設 省

住宅産業情報サ「ビス

通 産 省

〃

日本砂 利 協会

リース事業協会

建 設 省

農 林 省
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名

河 川 便 覧

道 路 行 政

日本上下水道総覧

日 本 の 水 道

河川ハンドブック

建設工事の計画と実施

ダムの工事設備

建設機械と施工法

45年 国富調査

45年 地域間産業連関表

経 済 要 覧

地域経済要覧

地域経済総覧

全国市町村要覧

類似団体別市町村財政指数表

地方財政便覧

国 の 予 算

市町村別財政状況

図説日本の財政

農林金融の実情

農業機械の動向調査

農業機械施設便覧

主要農業機械の需要予測

農業機械情報

油圧機器需要見通し

産 業 車 両

産 業 機 械

称

96

発 行 元

日本河 川 協会

行 政 管 理 庁

日本水道新聞社

厚 生 省

日本河 川 協 会

日本建設機械化協会

〃

〃

経 済 企 画 庁

〃

〃

〃

東洋経済新報社

自 治 省

.ノノ

〃

大 蔵 省

自 治 省

東洋経済新報社

農林 中央 金庫

農業産業調査研究所

日本農業機械化協会

日本農業機械工業会

〃

日本油圧工業会

日本産業車両協会

日本産業機械工業会

4
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名 称 発 行 元

陸 用 内 燃 機 陸用内燃機関協会

民力(都 道府県民力測定資料編) 朝 日 新 聞 社

》 50年 わが国鉱工業生産の地域動向 通 産 省

ξ

、

●

.

●
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参考資料7経 済計画における公共投資の部門別投資額

環 境 衛 生

住 宅

厚 生 福 祉

学 校

道 路

鉄 道

港 湾

航 空

電 気 通 信

国 土 保 全

農 林 漁 業

小 計

調 整 費

そ の 他

合 計

前 回 計 画 比

国民所得倍増計画

ろ6～45

(35年 度 価 格)

金 額

5,700

13.000

4.000

11,000

49,000

5,300

11,200

10,000

109.200

5,000

4ス100

16}500

構成比

3.5

8.1

2.5

6.8

30.4

3.5

6.9

6.2

6Z7

5.1

29.2

100.0

中 期 経 済 計 画

39～45

(38年 度 価 格)

金 額

&300

11,200

5.700

9,500

41,000

1&200

5,500

1ス000

10,600

10,200

!55・500

400

42.100

178,000

構成比

4.7

6.5

2.1

5.5

25.0

10.2

5.1

9.7

6.0

5.7

76.1

0.2

25.7

100.0

経済社会発

42～46

(40年

i

金 額

12.700・

1ス100

5,200

15,100

61,500

33,800

&400

26,600

1a100

15,500

212.000

5.000

5aoOO

2ア5.000

154
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(単 位:億 円、%)

展計画 新経済社会発展計画 経 済 社 会基 本 計 画
昭和50年 代

前期経済計画

1度 価格)
レ

45～50

(44年 度 価 格)

48～52

(47年 度 価 格)

51～55

(50年 度 価 格)

i . 構成 比
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

46 51,400 57 7ス400 &6 13ぴ400 156

6.2 39000 ス1 6α800 6.8 65,000 65

1.9 1q400 1.9 1a200 2.0 2/500 2.2

48 26,200 48 4義700 49 65,500 6.6

22.4 11ス000 21.3 19α000 21.1 195,000 1～ ㌧5

]2.5 55,000 100 7a500 a7 8qoOO

、

ao

51 190GO 5.5 51,900 55 29000 2.9

一 5,900 1.1 ス ア00 α9 aoOO 08

97 55200 9ア 65,100 Z2 75000 Z3

良

66 5ス000 67 5a300 6.5 69000 69

(

4 .・ ・
52,500 59 55,500 62 6兄900 ZO

7ス1 426600 アZ6 68ス100 76.4 812,500 81.2

'ρ'LE!い

・`:t8

ノ

1qoOO 1.8 3α000 5.5 2qoOG 2.0

一
,,

:二,・,

21.1

41

113,400 2α6 182,900 2α3 16Zア00 16.8

㌔
パ
μ

寮∴1。 。 。
`

55qoOO 、 10α0 goqoOO 10α0 1.000000 10α0

200 164 111
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昭 和54年3月 発 行
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